
 
 

 

 

 

 

自動車関連税制のあり方に関する分科会 

報告書 

 

 

 

 

 

 

令和３年３月 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



はじめに 

 

我が国では自動車は、広く普及し、移動、輸送手段として人々の生活に

豊かさをもたらしている。また、自動車産業は、我が国の経済を支える重

要な基幹産業の一つとなっている。 

その一方、経済成長に伴う車社会の進展が、交通事故の増大、大都市に

おける大気汚染や騒音の発生といった深刻な問題を招いてきたことも事

実である。 

さらに今日の自動車には、地球規模での気候変動対策や超高齢社会にお

ける交通事故防止対策など、今日的課題の解決に向けた社会的要請も高ま

っている。 

そして今、自動車を取り巻く環境は、急速に進む技術革新とその普及に

向けた積極的な政策的支援、人々の自動車に対する価値観の変化を背景に

大転換期を迎えている。加えて、新型コロナウィルス感染症による人々の

行動の変容が、移動・輸送などにさらなる変化をもたらしていることも想

像に難くない。 

電動モビリティの普及、自動運転技術の向上、シェアリングサービスの

台頭は、これまでの自動車の概念を塗り替えつつある。CASE と言われるこ

の自動車の大変革は、自動車産業のみならず、我が国の交通インフラのあ

り方や人々のライフスタイルをも大きく変える可能性を有している。 

国や地方自治体は、こうした自動車をめぐる動向を正確に捉え、社会が

望ましい方向に向かうよう制度づくりや社会資本への投資など、新たなモ

ビリティのかたちに対応した環境整備を着実に推進していく責務がある。 

しかしながら、現行の自動車関連税制は、「内燃機関自動車」の「所有」

を前提とした税体系で構築されており、現在進行中の、あるいは将来予想

されるモビリティの変化に十分対応しているとは言い難い。現行税制を今

後も存置した場合、税負担の公平性や中立性、ひいては納税者の信頼を損

なう恐れがある。加えて「所有から利用へ」の流れが進展する中で、地方

自治体が深刻な自動車関連税の減収に直面することも避けられない。 

こうした観点から、本分科会では、自動車関連税制について、改めてそ

の本質的意義に立ち戻って整理するとともに、現在起こりつつある自動車

の変化を的確に捉え、あるべき税制の姿を提案すべく議論を重ねてきた。  

この議論の結果に基づき、今後必要となる制度改革等について、本分科

会の見解をここに取りまとめる。 
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Ⅰ 自動車関連税制の概要 

 
１ 各税目の概要 

 

 本報告書では、車体課税である自動車取得税、自動車税・軽自動車税（種

別割・環境性能割）、自動車重量税のほか、主な燃料課税である揮発油税、

地方揮発油税、軽油引取税を取り上げ、これらを総称して自動車関連税と

いう。自動車関連税制における各税目の概要は以下のとおりである。 

 

① 自動車税・軽自動車税環境性能割（令和元年 10 月導入） 

（道府県税・市町村税） 

自動車税・軽自動車税環境性能割は、自動車取得税のグリーン化機能を

維持・強化及び財源確保の観点から、環境性能課税を自動車の取得時の課

税として実施するものとして、令和元年 10 月に導入された。 

 自動車がもたらす CO₂排出、道路損傷、交通事故、公害、騒音等、様々な

社会的コストに係る行政需要に着目した原因者負担金的性格を有する。 

 課税標準は自動車の取得価額である。税率は、環境インセンティブを最

大化する政策的意図に基づき、自動車の燃費基準達成度等に応じて、非課

税、１％、２％、３％の中から決定する仕組みとして設計されている。な

お、消費税率 10％への引上げに伴う臨時的軽減措置として、自動車取得時

の負担感を緩和するため、税率の軽減措置が講じられている。 

 

＜参考＞ 自動車取得税（令和元年９月廃止）（道府県税） 

自動車取得税は、自動車の使用と道路損傷の密接な関係に着目し、その

税収を道路の整備に充てるものとする道府県目的税として昭和 43 年に創

設された。 

自動車の取得の事実という資産の権利移転に担税力を見出して課され

る流通税である。 

平成 21 年度に道路特定財源の一般財源化に伴い、目的税から普通税に改

められ、道路等の行政サービスから得る受益に着目するとともに環境への

配慮の必要性を考慮して課税されることとなった。 

課税標準は自動車の取得価額である。税率は、自家用自動車（軽自動車

を除く）が３％（本則税率）、営業用自動車及び軽自動車が２％（当分の間

の措置。本則税率は３％）である（令和元年９月時点）。 

環境性能の優れた自動車への買換え・購入需要を促進するため、平成 21



2 

 

年度にエコカー減税制度を創設し、燃費性能等に応じた軽減措置を講じて

きた。 

 

② 自動車税種別割（令和元年 10 月導入・旧自動車税）（道府県税） 

 自動車税は、昭和 15 年に創設され、昭和 25 年にシャウプ勧告を受けた

地方税法の制定により、現在の自動車税となった。 

 自動車という特定の財産に対して課される財産税としての性格を有す

ると同時に、自動車が必然的に道路を使用する財産であるという特性から、

道路損傷負担金的性格も有する。 

 また、一部の自動車にあっては、それを所有すること自体が一種の奢侈

的行為と認められるため、奢侈税としての性格も併せ持つ。 

 さらに、平成 13 年度からグリーン化特例を導入し、環境性能に応じた

軽課、重課の特例措置を組み込んでおり、環境損傷負担金的性格も併せ持

つこととなった。 

 自動車税は、乗用車、トラック、バス、三輪の小型自動車の車種ごとに

区分され、乗用車の場合は総排気量、トラックの場合は最大積載量によっ

て税率が設定されている。 

 

④ 軽自動車税種別割（令和元年 10 月導入・旧軽自動車税）（市町村税） 

 軽自動車税は、廃止された自転車荷車税のうち原動機付自転車が存続し、

道府県税から二輪の小型自動車及び軽自動車の移譲を受ける形で、市町村

税として昭和 33 年に創設された。 

 自動車税と同様に、軽自動車という特定の財産に対して課される財産税

としての性格と道路損傷負担金的性格を有する。 

 また、平成 27 年度からグリーン化特例を導入し、環境性能に応じた軽

課、重課の特例措置を組み込んでおり、環境損傷負担金的性格も併せ持つ

こととなった。 

 

⑤ 自動車重量税（国税） 

 自動車重量税は、自動車の走行が多くの社会的費用をもたらしているこ

と、道路その他の社会資本の充実の要請が強いことを考慮して、広く自動

車の使用者に負担を求めるため、昭和 46 年に創設された。 

自動車が車検を受け又は届出を行うことによって走行が可能になると

いう法的地位に着目した権利創設税的性格を有する。また、自動車の走行

が道路損傷、交通事故、CO₂排出、大気汚染など多くの社会的費用をもた
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らしていること、自動車ユーザーが道路整備等により利益を享受している

ことを踏まえて課税されている。 

根拠法上、税収の使途は特定されていないが、運用によって、市町村に

対する自動車重量譲与税分を除いた国の歳入分の約８割相当額が道路特

定財源として道路の整備等に充てられ、また、市町村への譲与分は道路特

定財源として使途が制限されていた。その後、平成 21 年度に道路特定財

源が一般財源化されたことに伴い、自動車重量税及び自動車重量譲与税も

一般財源とされた。なお、令和元年度には、自動車税率の引下げに伴う地

方税財源の確保のために都道府県自動車重量譲与税制度が創設されている。 

平成 21 年度には、エコカー減税制度が創設され、燃費性能等に応じた

軽減措置が講じられた。また、平成 22 年度には、燃費性能や経過年数に

応じた複数税率の仕組みを導入している。 

 税率は、車種ごとに、車検の有効期間や自動車の重量等に応じて決定さ

れる。なお、公害健康被害の補償等に関する法律の規定により、税収の一

部は、公害健康被害補償財源として活用されている。 

 

⑥ 燃料課税 

（揮発油税（国税）、地方揮発油税（国税）、軽油引取税（道府県税）） 

 揮発油税は、昭和 24 年度に一般財源として創設されたが、昭和 29 年度

から道路特定財源として使途を制限され、道路のための目的税的性格（受

益者負担金的性格・道路損傷負担金的性格）を持つこととなった。 

 地方揮発油税（創設時は地方道路税）は、地方道路の整備が緊急の課題

となっていたことから、都道府県及び市町村に対し、道路に関する費用に

充てる財源を譲与するために道路特定財源として昭和 30 年度に創設された。 

 軽油引取税は、燃料課税において税負担のないディーゼル車が急増して

いる状況において、地方道路整備の緊急性や、揮発油を燃料とするガソリ

ン車と軽油を燃料とするディーゼル車との税負担の均衡を図る観点から、

昭和 31 年度に道路特定財源として創設された。 

 平成 21 年度には、道路特定財源が一般財源化されたことに伴い、これ

ら燃料課税も一般財源化された。 

 揮発油税及び地方揮発油税の税率については、昭和 49 年度税制改正に

おいて税率引上げが行われた際に、暫定的な措置として、租税特別措置法

により税率の特例措置が講じられた（軽油引取税は昭和 51 年度税制改正

により措置）。 

 この措置をめぐって、平成 22 年度の税制改正大綱では、「化石燃料消費
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が地球温暖化に与える影響も度外視できない状況にある」として、現行の

税率水準を維持することが決定され、現在に至っている。こうした経緯か

ら、燃料課税は環境負荷抑制の側面も併せ持っているといえる。 

 

【資料１ 自動車関連税の概要】 

 
 

２ 税制のグリーン化 

 

 環境重視の持続可能な社会を構築していく上では、国民や事業者による

環境に配慮した行動が不可欠である。税制においても、環境負荷の抑制を

図る汚染者負担の考え方などに基づき、各経済主体に経済的インセンティ

ブを付与することで環境に配慮した行動を促がす「税制のグリーン化」が

今日では重要な位置を占めている。また、将来世代に与える環境影響を防

止する観点で、現役世代と将来世代との間の公平性の確保を図るものであ

る。 

我が国の環境問題に対する取組は、高度成長期における公害対策や自然

保護に始まったが、近年世界的に、従来の規制的手法に加え、排出量取引

や環境税などの経済的手法が活用されている。環境省では、諸外国の状況

を含め、環境関連税制等の環境効果等について総合的・体系的に調査・分

税目 段階 概要 課税の考え方

自動車税･軽自動車税
環境性能割

（R1.10 導入）
【道府県税・市町村税】

取得
・取得価額に応じて課税
・燃費基準達成度等に応じた段階税率

道路損傷負担
環境損傷負担

自動車取得税
（R1.9 廃止）
【道府県税】

取得
・取得価額に応じて課税
・H21年度に一般財源化
・H21年度からエコカー減税導入

応益負担
道路損傷負担
環境損傷負担

自動車税種別割
（R1.10導入・旧自動車税）

【道府県税】
保有

・排気量（乗用車）･最大積載量（トラック）、
　最大定員（バス）等に応じて、毎年度課税
・H13年度からグリーン化特例導入

応能負担
応益負担

道路損傷負担
環境損傷負担

軽自動車税種別割
（R1.10導入・旧軽自動車税）

【市町村税】
保有

・車種ごと区分して税率が設定され、
　毎年度課税
・H27年度からグリーン化特例導入

応益負担
道路損傷負担
環境損傷負担

自動車重量税
【国税】

保有

・重量に応じて課税、車検時徴収
・H21年度に一般財源化
・H21年度からエコカー減税導入
・H22年度から燃費性能･経過年数に応じた
　複数税率の仕組みを導入

応益負担
道路損傷負担
環境損傷負担

走行
・数量に応じて課税
・「当分の間」税率の適用

応益負担
道路損傷負担
環境損傷負担

揮発油税

【国税】

地方揮発油税

【国税】

軽油引取税

【道府県税】
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析を行う「税制全体のグリーン化推進検討会」が設置され、平成 24 年度

以降、持続可能な社会の構築に向け、継続的に税制面からの検討を進めら

れている。 

 温室効果ガスは地球温暖化をもたらす要因であり、持続可能性の観点か

らは、とりわけ、地球温暖化への影響が大きい CO₂の排出抑制を図ること

が最優先課題の一つである。我が国における CO₂排出量をみると、全体に

占める自動車からの排出量は、平成 30 年度で約 18.5％となっている1。自

動車は大きな CO₂排出セクターであり、自動車関連税制のグリーン化は、

CO₂排出抑制に向けた取組の中でも重要な役割を担っている。 

 我が国における自動車関連税制に係るグリーン化措置としては、古くは

昭和 50 年度に創設された、電気自動車に対する自動車取得税の軽減措置

がある。 

 平成 11 年４月には、都は国に先駆け、地域における大気汚染の改善を

図るため、自動車関連税制のグリーン化の取組として、自動車税の超過不

均一課税制度を創設した。その後、国では平成 11 年５月の「運輸政策審

議会」の答申や、同年７月の「自動車環境税制研究会」の報告書において、

自動車がもたらす大気汚染、地球温暖化等の問題への対応として税制を活

用する必要性が言及され、平成 13 年４月から地方税法において自動車税

のグリーン化特例が導入された（軽自動車税は平成 27 年度に導入）。 

 また、平成 20 年に開催された洞爺湖サミットを契機とする地球温暖化問

題への国民の関心の高まりなどを受け、同年に取りまとめられた経済財政改

革の基本方針、いわゆる「骨太の方針2008」に税制のグリーン化を進めるこ

とが明記された。こうした背景の下、翌平成 21 年度から、環境性能に優れ

た自動車に対するエコカー減税制度が自動車取得税及び自動車重量税に導

入された。 

 さらに、令和元年 10 月の消費税率引上げに合わせ、自動車取得税が廃

止されるとともに、自動車取得税のグリーン化機能を維持・強化する環境

性能割が自動車税及び軽自動車税に導入されることとなった。 

 

 

 

 

 

                                                      
1 参考資料 p.１「運輸部門における CO₂排出量」 
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Ⅱ 自動車関連税の現状 

 

（自動車関連税の税収推移） 

 国と地方を合わせた自動車関連税の合計税収について、自動車税のグリ

ーン化特例が導入される以前からの推移をみると、平成 12 年度決算額は

合計約7.8兆円であるのに対し、平成30年度決算額は合計約6.2兆円と、

約 1.6 兆円もの大幅な減少となっている2。 

そのうち、車体課税については、平成 12 年度における合計税収は約 3.5

兆円であるのに対し、平成 30 年度は約 2.7 兆円と、約 0.8 兆円の減少と

なっている。 

また、燃料課税においては、揮発油税、地方揮発油税及び軽油引取税の

三税の合計税収は、平成 12 年度は約 4.3 兆円であったが、平成 30 年度は

約 3.6 兆円と約 0.7 兆円の減少となっている。 

 

（地方の自動車関連税の税収推移） 

地方税である自動車取得税、自動車税、軽自動車税及び軽油引取税は、

税源が全国に広く分布し、多くの地方自治体にとって重要な財源となって

いるが、四税の合計税収の推移をみると、平成 12 年度決算額は約 3.6 兆

円であるのに対し、平成 30 年度決算額は約 3.0 兆円と、約 0.6 兆円の減

少となっている3。地方税収総額に占める割合をみても、平成 12 年度が約

10.0％であるのに対し、平成 30 年度は約 7.3％と下がっている。 

 税目別でみると、自動車取得税では、一台当たりの税額がエコカー減税

導入後から大きく減少し、平成 30 年度では平成 12 年度の半分以下となっ

ている4。また、課税台数はさほど減少していないにもかかわらず、約 0.3

兆円の減収が生じている。 

 自動車税では、平成 12 年度と平成 30 年度を比較すると、一台当たり税

額の縮小は小幅にとどまっている一方、課税台数は約 600 万台も減少し、

税収は約 0.2 兆円の減少となっている。 

 軽自動車税では、四輪自動車の増加や税率引上げにより、一台当たりの

税額は高くなっている。また、平成 30 年度の軽自動車税の課税台数は平

成12年度と比べると約700万台増加し、約0.1兆円の増収となっている。 

 燃料課税である軽油引取税では、平成 12 年度は約 1.2 兆円であるのに

                                                      
2 参考資料 p.１「自動車関連税の税収推移」 
3 参考資料 p.２「地方の自動車関連税の税収推移」「人口一人当たり税収額指数（平成 30 年度決算）」 
4 参考資料 p.３「車体関係税額・台数・一台当たり税額の推移」 
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対し、平成 30 年度は約 1.0 兆円と、約 0.2 兆円の減少となっている。 

 

（自動車に係る行政需要） 

 自動車が安全に走行し、自動車の利便性や快適性を最大限享受するため

には、道路等施設の新設・維持管理、交通安全対策など様々な社会インフ

ラの整備が必須である。また、国や地方自治体には、自動車から排出され

る大気汚染物質や温室効果ガス、騒音、振動、さらに、自動車の普及に伴

って増加する交通渋滞や交通事故への対応が求められている。特に近年我

が国で社会問題化している高齢ドライバーによる交通事故の防止に向け

た取組が求められ、例えば、都では、アクセルとブレーキの踏み間違いを

防ぐ安全運転支援装置の購入・設置に係る費用の一部を補助する5取組も

行われている。 

 地方自治体における自動車関連税収と自動車に係る行政需要の関係を

みると、平成 28 年度決算額において、地方自治体における車体課税及び

燃料課税を合わせた自動車関連税の税収が約 3.4 兆円であるのに対し、自

動車に関する行政サービスに要する費用は、道路の新設・維持補修等の道

路関係が約 4.1 兆円、交通安全対策が約 1.1 兆円、救急が約 0.2 兆円とな

っており、その他環境汚染対策等を合わせると約 5.5 兆円となっている。

自動車に係る行政需要は、自動車関連税収を大きく上回っている状況であ

る。 

  

                                                      
5 令和２年４月１日から同年 10 月 31 日までの間に安全運転支援装置を購入・設置した場合は、費用の

９割を補助。令和２年 11 月１日から令和３年３月 31 日までの間に購入・設置した場合は、費用の５割

を補助する。 
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【資料２ 地方自治体における自動車関係税の税収と自動車に関する行政

サービスに要する費用】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路、橋梁等は自動車の通行など国民の経済活動及び生活を支える上で、

欠かすことのできない重要な社会資本である。一方、我が国の社会資本ス

トックは高度経済成長期に集中的に整備されており、急速に老朽化が進ん

でいる。今後 20 年間で、建設後 50 年以上経過する道路橋やトンネル等社

会資本の割合は加速度的に高くなる見込みであり、将来の経済と社会を支

える良質な社会資本ストックを次世代に継承するためには、戦略的な維持

管理・更新が必要となる。道路に係る維持管理・更新経費は、30 年後には

約 1.2 倍に増加し、今後 30 年間の累計は最大約 76 兆円程度になると見込

まれている6。 

 超高齢社会に突入している我が国では、自動車の安全・快適な走行のみ

ならず、高齢者の安全な歩行の確保なども考慮したインフラ整備や安全対

策が必要となっている。今後、様々な観点から増加が見込まれる行政需要

に確実に対応できるよう、地方自治体にとって自動車関連税収の確保が極

めて重要となる。 

                                                      
6 参考資料 p.３「社会資本の老朽化の現状と将来」 
 

注 総務省「地方財政審議会」 
（平成 31年４月 19日）資料より抜粋。 
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Ⅲ 現行税制における課題 

 

（総排気量と財産価値の比例関係） 

 現行の自動車税種別割では総排気量を税率区分としている。しかし、近

年、エンジン性能の改良が進んでおり、排気量の大きさと自動車の財産的

価値との間に必ずしも比例関係があるわけではないとの指摘がある。 

 また、現行税制において、排気量がない電気自動車については、総務省

の取扱通知7により最も低額な税率区分である総排気量 1,000cc 以下が適

用されているが、電気自動車は、ガソリン車と比較して相対的に価格が高

く、また、重量の重い電池を搭載するため同じ規格のガソリン車に比べて

車両重量が比較的重くなっていることを考慮すると、総排気量 1,000cc 以

下の税率で取り扱うことが適切かどうかという指摘もある。 

 

（低炭素社会の実現に向けた車体課税） 

欧州では、自動車からの CO₂排出抑制を目的として、主に保有段階にお

いて CO₂排出量基準を取り入れている。一方、我が国では、環境性能割に

おいて燃費基準による段階税率を、種別割において燃費基準による負担軽

減策を取り入れているが、CO₂排出量基準とはなっていない。 

 地球温暖化等の環境問題を解決し、持続可能な社会を実現するため、CO₂

排出量基準を取り入れるなど一層環境重視の考え方を税制に組み込むべ

きとの指摘がある。 

 

（税負担水準の適正化に関する諸課題） 

 自動車関連税制においては、営業用自動車と自家用自動車の課税上の差

異（以下「営自格差」という。）、軽自動車税と自動車税の税目間の格差（以

下「軽自格差」という。）が存在しており、税負担水準の適正化の観点か

ら、これまで何度も議論が行われている。 

営自格差については、自動車税種別割において、自家用自動車は営業用

自動車の３～４倍程度の税率となっている8。また、自動車税環境性能割、

軽自動車税、自動車重量税においても、営業用自動車の税率は低く設定さ

れている。 

 道路損傷や環境損傷負担の観点でみれば、営業用自動車と自家用自動車

に差異はなく、両者の税負担に差を設けることの合理性はないとの指摘が

                                                      
7 平成 22 年４月１日付総税都第 16 号「地方税法の施行に関する取扱いについて（道府県税関係）」 
8 参考資料 p.４「自動車税・軽自動車税における営自格差の推移」 
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ある。 

 また、軽自格差については、規格や制度上の差異に加え、税率について

も差異が存在している9。軽自動車と小型自動車の税負担の差異について

は、昭和 29 年度には自家用乗用車において約 10 倍もの差があったが、そ

の後、昭和 36 年度及び平成 28 年度における軽自動車税の引上げ等により

その差は縮小されてきたものの、なお２倍以上の開きがある。 

 近年では、軽自動車の高性能化等に伴い、軽自動車と小型自動車は価格

面で接近していること、道路損傷や環境負荷の観点でみても車両重量や性

能にも大きな差はなくなってきており、軽自動車を軽課する現行の税体系

は合理性を欠いているのではないかとの指摘もある。 

 

（税体系の簡素化） 

 現行の自動車関連税制について、納税者や業界団体からは、取得・保有・

走行の各段階で消費税を含め９種類の税目があること、保有段階で課税根

拠の重複する自動車税（軽自動車税）種別割と自動車重量税が課税されて

いることから複雑な税体系で、重税感があるとの指摘がある。 

 また、車体課税における税制のグリーン化措置については、制度の趣旨

は理解できるものの、税目によって環境性能に応じた免税や軽減の適用対

象車が異なるなど、仕組みが分かりにくいとの指摘もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                      
9 参考資料 p.４～５「軽自動車の規格」「軽自格差の推移」 
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Ⅳ 自動車をめぐる環境の変化（将来動向） 

 

１ 自動車の様々な変化 

  

自動車の次世代技術やサービスの新たな潮流を表す言葉に「CASE（コネ

クテッド・自動運転・シェアリング・電動化の造語）」がある。 

 CASE は、気候変動対策への貢献をはじめ、デジタル化による新たな価値

創造、「保有」から「共有」への価値観の変化、高度な自動運転などによる

社会構造の大きな変化をもたらすといわれている。 

 

２ 電動化・電気自動車（Electric） 

 

（気候変動対策と電気自動車の普及） 

 2015 年 12 月、フランス・パリで開催された気候変動枠組条約第 21 回

締約国会議（COP21）において、2020 年以降の温室効果ガス削減等のため

の新たな国際枠組みであるパリ協定が採択され、2016 年 11 月に発効した。

パリ協定においては、世界全体の平均気温の上昇を工業化以前よりも２℃

高い水準を十分下回るものに抑えるとともに、1.5℃高い水準までに制限

するための努力を継続すること、そのために、今世紀後半に人為的な温室

効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることを目指している。  

パリ協定によって、主要国の自動車に対する CO₂排出量削減に向けた政

策は加速している。北欧を皮切りに欧州諸国10や中国11、そして我が国にお

いても、2030 年から 2040 年にかけてガソリン車・ディーゼル車の販売を禁

止とする政策目標が近年矢継ぎ早に打ち出されている。また、中国では NEV

規制12、米国ではカリフォルニア州等、州レベルで ZEV 規制13と、環境性能

の良い自動車を一定比率以上販売することを義務付ける制度が導入されて

いる。 

                                                      
10 フランスでは、2040年までにガソリン車･ディーゼル車の販売を禁止する方針を打ち出している。英国で

は、2035年にはガソリン･ディーゼル車の販売を禁止するとともに、ハイブリッド車も禁止対象とする計画

を発表していたが、2020 年 11月に５年前倒しし、2030年に禁止することを発表した。ドイツでは、連邦議

会が 2030年までにガソリン車･ディーゼル車の販売を禁止する決議案を採択している。 
11 中国では、2035 年までに新車販売台数に占める割合の 50％を電気自動車等の新エネルギー車（NEV）に、

残りの 50％をハイブリッド車とする方針を打ち出している。 
12 2019 年に導入。国内の一定規模以上の自動車メーカー及び輸入事業者に対して、その新車販売台数の一

定割合以上を NEV（電気自動車･プラグインハイブリッド車･燃料電池自動車といった新エネルギー車）にす

ることを義務付ける制度。 
13 1990 年に導入。州内において一定量以上の車を販売する自動車メーカーに対して、その販売台数の一

定割合以上をゼロエミッションビークル（ZEV）にすることを義務付ける制度。その後、同州を含め、12

の州が同規制を採用するに至っている。 
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また、新型コロナウィルスの感染拡大により打撃を受けた経済社会の復

興を契機に、「グリーン・リカバリー14」の動きが EU を中心に広まっており、

各国が EV 購入補助金の引上げや関連インフラの整備をはじめとする政策

を打ち出すなど、電気自動車への移行に向けた動きが加速している。 

 我が国では、「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」

（令和２年 12 月 25 日）において、2030 年代半ばまでに乗用車の新車販売

で電動車15100％を実現できるよう、包括的な措置を講じることが掲げられ

た。その後、令和３年１月の通常国会において首相が、2035 年までに実現

することを表明し、達成時期を明確化した。 

都においても、「きれいな空と都市 東京フォーラム」（平成 30 年５月）

において、東京都知事が 2030 年までに、都内乗用車新車販売台数に占める

ZEV の割合を 50％まで高めるとの目標を掲げた。また、「ゼロエミッション

東京戦略」（令和元年 12 月）を策定し、都内を走る自動車は全て ZEV 化と

いう 2050 年に目指すべき姿に向け、普及促進に取り組んでいる。加えて、

令和２年 12月の都議会において東京都知事が、都内で新車販売される乗用

車を 2030 年までに、二輪車を 2035 年までに「100％非ガソリン化16」する

ことを目指すと表明した。 

 国際エネルギー機関（IEA）が発表した 2017 年の全世界の乗用車販売台

数の見通しでは、2025 年の車種別割合では、内燃機関自動車（HV、PHV を

含む）が 95.6％、電気自動車が 4.4％となっており、2035 年には、内燃機

関自動車が 84.4％、電気自動車が 11.2％、燃料電池自動車が 4.4％の割合

になると予測している。また、電気自動車の普及台数について、世界各国

の普及政策や、バッテリー等の性能向上、価格の低下により、2030 年には

２億台を超えると予測している17。これらの次世代自動車は、パリ協定を

契機に世界各国が政府主導で積極的に普及を推進しており、今後、ますま

すシェアが高まっていくと考えられる。 

  

                                                      
14 経済社会の復興と脱炭素社会への移行の両立を目指す景気刺激策。EU における予算総額 1.85 兆ユー

ロの復興計画案では、復興財源を最大限に活用することでグリーンとデジタルの２つの移行を加速し、   

より公正でレジリエントな社会を構築することを目指すとしている。 
15 電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車 
16 都内乗用車新車販売台数に占める ZEV・HV の割合を 100％にする方針。 
17  IEA“Global EV Outlook 2018”における、 2030 年までに、全ての自動車（バス、トラック含む）

を対象として、新車販売シェアに占める電気自動車の割合を、参加国全体で 30％以上とすることを目

指すシナリオでの予測。 
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【資料３ 全世界乗用車販売台数の見通し（IEA）】 

 

 

 

（電気自動車の特徴） 

 電気自動車は、蓄電池（バッテリー）に蓄えた電気を動力源とし、モータ

ーを回転させて走るものであり、従来車とエネルギー源や動力源、構造・性

能が異なるものである18。従来車と比べ、エネルギー効率に優れており、走

行時に CO₂や大気汚染物質を全く出さず、走行時の騒音も低減されている。 

 一方、動力源である電池は、従来車と比べ、航続距離や性能保証期間が

短く、高価格であること、電池搭載により車体重量の増加をもたらすこと

などが指摘されている。 

 

【資料４「車載用蓄電池分野の技術戦略策定に向けて」 

（国立研究開発法人 新エネルギー･産業技術総合開発機構（2015 年））】 

１回の充電あたりの電動走行距離は、EV で 120～200km 程度、PHEV で

20～60km 程度であり、ユーザー利便性や十分な CO₂削減効果を確保する

には、これらを飛躍的に伸長する必要がある。また、搭載されている電

池パックの性能保証期間は５～８年間であり、ガソリン車の寿命の目安

と言われている 10～15 年まで伸ばす必要がある。更に、販売価格につい

ても 300 万円以上のモデルが大半を占め、消費者意識として割高感が存

在しており、車両コストを抜本的に低減する必要がある。 

 

                                                      
18 参考資料 p.５「主な次世代自動車の仕組みについて」 

注 経済産業省「自動車新時代戦略会議（第１回）」（平成 30 年４月 18 日）資料より抜粋。 
表は、経済産業省が IEA“ETP（Energy Technology Perspectives）2017”に基づき作成。 
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３ 新技術・新サービス 

 

（自動運転 Autonomous） 

自動運転技術には、交通事故削減や渋滞緩和、環境負荷低減、地域移

動手段の確保、物流サービス等における運転手不足の解決など多岐にわ

たる効果が期待されており、近年国内外においてその開発が急速に進展

している。 

 我が国では、「自動運転に係る制度整備大綱」（平成 30 年４月 17 日

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進連絡

会議決定）において、自動運転車の早期実用化を実現させるため、官民

が一体となり技術開発を更に進めるとともに、必要となる道路交通関連

の法制度の見直しに関する政府全体の方向性が示された。令和元年５月

には、自動運転車の公道走行ルールを盛り込んだ道路運送車両法及び道

路交通法の改正法が成立（令和２年４月施行）し、高速道路等での自動

運行装置を備える自動車の走行が制度上可能となった。 

現在、レベル５と呼ばれる完全運転自動化の実現に向けた研究開発や

公道実験が盛んに行われている19。令和２年 11 月には世界初のレベル３

の型式指定が行われ、令和３年３月にはレベル３の自動運転機能を備え

た新型車が発売されるなど、ハイレベルな自動運転技術の実用化に向け

た動きが進行している。レベル３とは、システム作動時には自動運転シ

ステムが操縦の主体となるものである。 

 自動運転の実用化に向けては、高精度地図の整備、通信インフラ、安

全性能など様々な技術開発が必要であり、また、自動車本体への高精度

カメラやミリ波レーダーなどの機能の搭載も必要となり、自動車本体が

高付加価値化していくと予想されている。 

 今後、ハイレベルな自動運転技術が実用化すれば、安全性が飛躍的に

向上し、自動運転車での移動に対する心理的ハードルが低下するため、

業務や日常生活での利用が急速に進んでいくと考えられる。また、先行

車の自動追従システムが普及すれば、心理的、肉体的負担が低下し、休

日の買物・レジャーなどの遠出が増加する。これにより、都市間高速道

路での交通量が増加し、観光地では観光客が増加することも考えられる。 

 

  

                                                      
19 参考資料 p.６「運転自動化レベルの定義の概要」 
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（コネクテッド Connected） 

ICT 機能を搭載した自動車（コネクテッドカー）は、車両の状態や周

囲の道路状況などの様々なデータをセンサーにより取得し、ネットワー

クを介して集積・分析することが可能となる。また、ネットワークを通

じて、他の車や路側インフラ機器とつながることで、自動車単体では困

難であった事故防止や円滑な走行が可能になる。 

 また、ネットワークとつながることで、例えば、事故発生時の緊急通

報、運転状況に合わせた保険サービス（テレマティクス保険）、効率的な

運送サービス、災害時の通行情報、音楽・映画・ゲームなどの提供、メ

ンテナンスサービスなど、様々な価値を生み出すことができるとされて

いる。 

IoT や AI を活用したモビリティサービスも広がっており、海外では、

複数の交通機関の連携を通じて、利用者のニーズに対応した効率的で良

好な交通環境が提供されるマルチモーダルサービス、需要に応じて運行

ルート等を柔軟に変更するデマンドバス運行サービス、旅客交通と貨物

交通の融合、シェアリングエコノミーの潮流を反映したカーシェアリン

グや相乗りサービスなどが拡大している。 

 我が国においても IoT や AI を活用したモビリティサービスを実装し、

移動の質を高めようとする動きが始まっている。スマートフォンアプリ

により手軽に利用できるカーシェアリングが急速に拡大しつつあるほ

か、オンデマンド型のタクシー配車や相乗りタクシー、物流業界では貨

客混載やラストマイル配送など、様々な取組が進行している。 

 

（シェアリング Shared & Service） 

ICT 技術の進展と相まって、自動車への価値観が「利用型」にシフト

しつつある。海外では、会員制により複数人で共同利用するカーシェア

リングが急速に普及するとともに、米国の Uber や中国の滴滴出行等が提

供するドライバーと利用者をアプリによって結ぶライドシェアサービス

は新たなビジネスモデルとなっている。 

我が国においても、都市部を中心にカーシェアリングが急速に増加し

ている。令和２年３月時点でのカーシェアリングの車両台数は約４万

台、会員数は約 205 万人であり、５年前に比べて約３倍となっている20。 

また、国や地方自治体では、地域活性化、観光、省エネや公共交通の

                                                      
20 参考資料 p.６「我が国のカーシェアリングに関する動向」 
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補完などの施策の一環として、官民連携によるカーシェアリングの普及

促進の取組を進めている。 

 カーシェアリングの利用が増加することで、自動車１台当たりの稼働

率が上がる分、使用可能期間は短くなる。また、所有から利用への移行

により、個人が所有する自動車の台数は減少すると考えられる。民間企

業の調査では、シェアカーが１台増えると個人所有の新車販売台数が２

台減少するとの予測もある21。 

近年では、マッチングプラットフォームを通じて個人間で自動車を有

償でシェアするＣtoＣ型のビジネスも登場するなど、カーシェアリング

の形態も多様化しつつある。 

 ライドシェアについて、我が国では、災害のため緊急を要する場合等

を除き、原則として自家用自動車を用いた有償運送を禁止している。 

 平成 18 年５月に国家戦略特別区域法の一部改正により、訪日外国人等

の観光客の移動の利便性のために有償運送の活用を拡大することが可能

となり、対価は燃料代等の実費の範囲であるが、一部の地域ではライド

シェアが実施されている。 

今後、ライドシェアが解禁された場合、タクシー等の営業用車と自家

用車の境界が曖昧になることも考えられる。 

 

４ 税収への影響 

 

 現行の自動車関連税制は、従来の内燃機関自動車の所有を前提に構築さ

れた仕組みであり、電気自動車の普及やシェアリングの拡大などの変化に

よって、必然的に税収が低減していくことは容易に想像できる。 

 電気を動力源とする電気自動車は、ガソリン等の燃料を使用しないため、

燃料税の負担がなく、普及すれば確実に税収が減少していく。自動車税種

別割においても、エンジンのない電気自動車は、総排気量基準が当てはま

らず（現在は排気量 1,000cc 以下の税率を適用）、燃料税と同様、税収の

減少は避けられない。 

 また、自動運転技術の進歩やカーシェアリングの拡大は自動車の稼働率

を増加させるが、総体として所有が減少すると考えられる。加えて、シェ

アリングビジネスによる自動車の商用化や機能向上に伴う高付加価値化

によって個人所有の規模が縮小する。こうした変化により、車体課税であ

                                                      
21 参考資料 p.７「シェアリングの普及による新車販売台数への影響（PwC コンサルティング合同会社提 

供資料）」 
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る自動車税種別割や自動車重量税の税収が先細りしていく。 

 現行税制を今後も存置した場合、地方自治体、特に地方部の自治体に大

きな税収減の影響を与えると予想され、地方道路の基盤整備や維持補修等

の財政需要に見合った財源確保がますます困難になる。 

 

５ 新たな行政需要 

 

 自動運転技術の向上により交通事故が減少し、電気自動車の普及によ

り CO₂排出が抑制されるなど、自動車を取り巻く様々な変化によって既

存の行政需要は、一定程度減少すると考えられる。その一方、自動運転

による自動車利用の増加に伴い新たなインフラ整備等が必要となり、ま

た、車両重量の重い電気自動車が普及することによる道路損傷の増加へ

の対応など、新たな行政需要が発生することが予想される。 

例えば、自動運転レベル３以上の自動運転技術では、道路区画の白線

認識や高精度 GPS（全地球測位システム）を利用した車両走行位置の検

出、距離データとデジタル地図の重ね合わせによる自車周辺地物の認識

などが必要となる。そのためには、道路上における白線表記の品質維持

や、工事・舗装の張替え時における地図データへの反映の仕組みなどが

必要となると考えられる。 

 また、電気自動車の普及に伴って、サービスエリア・パーキングエリ

ア等長距離移動時の利用施設における充電設備の充実や、充電が集中す

る地点での発送電といったインフラ整備なども必要となると考えられ

る。 
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Ⅴ 自動車に対する課税のあり方 

 

 自動車は、道路を利用して人や物を様々な場所に輸送でき、移動の自由

や経済成長等、大きな恩恵をもたらしている。一方、自動車が走行するた

めの道路等の施設建設や維持管理、老朽化の対応が必要であるほか、負の

側面として、環境負荷や交通渋滞・交通事故等の問題も抱えており、こう

した費用は国や地方自治体の支出によって賄われている。 

 昨今、動力性能や燃費性能が向上し、環境負荷等について改善・低減さ

れてきているものの、こうした側面は今日においても存在しており、引き

続き、自動車の利用に対して一定の負担を求めることは合理性がある。 

 こうした課税根拠を踏まえつつ、望ましい負担のあり方、課税方法につ

いて以下の各視点から検討した。 

 

（応益負担） 

「応益負担」は、行政からの受益を踏まえて負担を求めるものであるが、

自動車を走行することで行政サービスを享受するものであることから、そ

の利用量に応じて負担を求める考え方（例：揮発油税等）がある一方、自

動車を利用することは少なからず行政サービスを受ける前提にあること

から、利用量によらず、利用者に一律又は定額で負担を求める考え方（例：

自動車税種別割等）もある。 

また、双方の観点から、二つ以上の課税方法により負担を求める考え方

もあり、現行税制度においても自動車税種別割と揮発油税の組合せにより

負担を求める税体系になっている。 

 

（応能負担） 

 「応能負担」は、能力に応じて負担を求めるものであるが、自動車は、

生活の足として耐久消費財の側面がある一方、動力性能や内装・設備等の

グレードの高い車も存在する。さらに今後は、自動運転技術の進歩や ICT

化による利便性向上により、高付加価値化した自動車が登場することも予

想される。こうした観点から、所得等に対する逆進性にも配慮し、財産価

値に応じた負担を求めることが望ましい。 

 現行の自動車税種別割においては、財産価値として総排気量の大きさに

応じて税率を変える仕組みになっている。 
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（原因者負担（道路損傷及び環境負荷に対する負担）） 

 「原因者負担」は、社会的損失等の原因者に対し負担を求めるものであ

るが、原因者負担的要素は、その原因を発生させる自動車の利用量に応じ

て負担を求めることが望ましい。 

 この観点から、道路損傷や騒音・振動等は概ね走行距離や重量に比例す

ること、CO₂や大気汚染物質の排出は概ね燃料消費量に比例することを踏

まえて負担を求めることが望ましい。 

 

（税制のグリーン化） 

自動車に対する低炭素化の要請は世界的に高まっており、ガソリン・デ

ィーゼル車の販売禁止や電気自動車の普及に向けた動きが各国で先を競

うように加速している。我が国でも、前述のとおり、「2050 年カーボンニ

ュートラルに伴う成長戦略」において、EV の普及加速、充電インフラの拡

充を推進するとともに、2050 年に自動車の生産、利用、廃棄を通じたライ

フサイクル全体で CO₂ゼロを目指すことを掲げており、都も「ゼロエミッ

ション東京戦略」において、2050 年に都内を走る自動車はすべて ZEV 化す

ることを目指すべき姿として、普及促進に取り組んでいる。環境性能に優

れた自動車の開発・普及が促されることで、運輸部門の CO₂排出抑制が期

待されるが、その実効性を高めるためには、地球規模の環境問題に対し、

国民一人ひとりが意識を深め、行動を変えていくことが非常に重要である。 

自動車関連税制において環境配慮の観点を重視した仕組みは、その契機

となる重要な役割を担うため、税制のグリーン化をこれまで以上に強く推

進していく必要がある。 

 

（課税自主権を積極的に活用できる仕組み） 

 地方自治体が政策課題の解決に向け、税制を活用することは有効な方策

の一つである。 

 自動車関連税制においては、例えば都では、環境負荷の小さい自動車の

取得を支援する ZEV 導入促進税制を行っており、他の自治体においても、

自らの責任と判断において、超過税率や軽減措置などにより政策課題に取

り組んでいる事例もある。 

 自動車をめぐっては、地球温暖化への対応、環境負荷低減、産業振興を

はじめ、少子・高齢化や人口減少社会における都市や地方が抱える交通の

課題解決、地域に合ったモビリティ政策の推進など、自動車の技術革新と

相まって、今後一層、自治体における様々な政策との結びつきが強くなる



20 

 

ことが考えられる。 

 こうした観点を踏まえると、まず自動車の様々な変化に対応し、全国ベ

ースで課税指標の見直しを行いつつ、地方自治体がそれぞれの地域の課題

解決の一つの手段として、引き続き、課税自主権を活用できるようにする

ことが望ましい。 

 

（自動車関連税制のあるべき姿に向けて） 

自動車関連税制を構築する上では、自動車の走行に必要なインフラ整備

及び走行によって生ずる環境汚染等、資産価値に応じた負担を求めること

が必要不可欠であり、自動車の様々な変化を的確に捉え、将来動向も見据

えながら、それぞれの観点において最適な課税標準を用いて、適切に負担

を求めることが可能な税体系にすることが重要である。 

また、業界団体からは、保有段階の税負担が欧米諸国と比べて過重であ

ることや、道路損傷負担等の課税根拠が複数の税目で存在し、税負担が重

複しているという意見がある一方、地方自治体には、自動車関連税収を上

回る行政需要があり、重要な財源である自動車関連税収の確保は欠かせな

い。 

将来に向けた税制度を描くにあたっては、課税根拠に応じた税目をでき

る限り整理統合し、「何のための税負担なのか」を明確化することで、納

税者にとって分かりやすい仕組みにすることが重要である。 

さらに、大都市と比較し、地方都市や郊外は公共交通機関が限られ、自

動車の利用率も増加傾向にあり、生活必需品という側面がより強いといえ

ることから、地域特性を考慮し、地方の自動車ユーザーに過度の負担が及

ばないような配慮も求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



21 

 

Ⅵ 課税方法・課税標準 

 

「Ⅴ 自動車に対する課税のあり方」に基づき、電気自動車の普及やシ

ェアリングエコノミーによる自動車利用の変化など、自動車をめぐる様々

な変化を踏まえ、将来にふさわしい税制度に資する課税方法の検討を行った。 

 

１ 利用量に応じた課税（走行距離課税） 

 

自動車の利用量に応じた課税方法として、現行税制度では、燃料消費量

による燃料課税がある。燃料を使用しない電気自動車を含め、すべての自

動車に対し利用量に応じた負担を求める課税の方法として、既に欧州や米

国においては「走行距離課税」を導入している例がある22。 

 

（欧州における走行距離課税） 

 欧州では、EU の成立によって域内の自由走行が可能となり、経済の一

体化が進み、特に長距離貨物車の通過交通が増加してきた。これら国境

をまたがって長距離移動をする重量貨物車については、高速道路が無料

である国においてはその国で燃料を購入しない限り道路の整備費用を負

担しないことになるため、道路等インフラ利用に関する負担の公平の観

点から、1999 年に、重量貨物車を対象とする道路インフラ課金に関する

ルールが EU 指令により制定された。 

この指令に基づき、欧州の一部の国では GPS の利用による走行距離に応

じた課金やビニエット方式などによる重量貨物車課金が導入されている。 

  

（米国における走行距離課税） 

 米国各州では、燃費の向上や電気自動車等の普及による燃料課税の税

収減少に対する危機感が高く、オレゴン州では 2006 年から走行距離課税

の試験プログラムを行い、2015 年には 10,000 ポンド（約 4.5 トン）以下

の車両を対象（任意参加）に、走行距離課税（OReGO）を導入している。 

 また、2009 年、全米陸上交通インフラ資金調達委員会の「Paying Our 

Way」において、現行の燃料税主体の財源調達方法は長期的には持続可能

でなく、将来的に道路インフラや公共交通システムを維持・改善するた

                                                      
22 参考資料 p.８～９「諸外国における主な走行距離課税に関する動向」「ドイツの重量貨物車通行税」 

「米国オレゴン州の道路利用課徴金プログラム」「米国カリフォルニア州の道路課金パイロットプログラ

ム」 
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めの投資額が確保できないことが指摘され、走行距離課税が長期的には

解決策となることが提言された。 

 さらに、2015 年には、米国陸上交通整備法（FAST Act）に基づく陸上

交通システム代替基金（STSFA）により、道路等交通インフラの財源調達

を行う州レベルの取組に対する財政的な支援が行われることとなり、米

国内ではカリフォルニア州など多くの州で走行距離課税のプロジェクト

が行われている。 

 

（走行距離課税の導入方法） 

既に欧州や米国において導入・実証実験がなされている走行距離課税を

設計モデルとした場合、主に、①GPS、②オドメーター、③ビニエットを用

いた方法が挙げられる23。それぞれの概要と特徴は、以下のとおりである。 

 

① GPS を用いた方法 

車両本体に外付けした車載器又はスマートフォンのGPS機能により車

両の現在位置、走行経路を特定することで、自動的に走行距離を計測す

る方法であり、導入国では、行政機関又は委託を受けた民間プロバイダ

が、携帯電話無線網を通じて収集した走行距離に基づいて税額を計算し

課税を行っている。 

GPS の利用により「いつどこを走行したか」が捕捉でき、精緻な走行

距離の計測とそれに基づく課税が可能となる一方、位置情報は個人情報

であるとして、プライバシーの保護が求められている。この点について、

導入国では、民間プロバイダが走行距離の収集から、税額計算、徴収ま

でを行い、行政機関に対しては走行距離・税額の合計を提供することで、

行政機関が個々の納税者の詳細な走行情報を把握できない仕組みとし

ている。 

また、GPS を利用する場合、車載器などの設置が必要となるため、イ

ンフラへの多大な投資が必要となり、さらに、意図的に車載器を取り外

す、スマートフォンの電源を切ることによる脱税の可能性がある。加え

て、GPS 単独では、高層ビルなど遮蔽物の多い場所や地下・トンネルに

おいては衛星からの信号が途切れるため、正確な走行距離の計測が困難

になるといった問題もある。 

 

                                                      
23 参考資料 p.10「走行距離課税の方法」 
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② オドメーターを用いた方法 

車両に装備されているオドメーター（走行距離計）を利用して走行距

離を把握する方法であり、導入国では、納税者が一定期間ごとに計測し

て行政機関に自己申告し、それに基づき後払いで納税を行っている。 

我が国では、オドメーターは「道路運送車両法」に基づき取付が義務

付けられており、全ての自動車に装備されていることから、定期的な検

査により走行距離を把握することが可能であり、GPS と比べインフラ整

備のコストははるかに小さいといえる。一方、オドメーターの改ざんに

よる脱税がなされる可能性がある。 

 

③ ビニエットを用いた方法 

走行距離や走行期間に応じて事前に税金（料金）を支払うことでビニ

エット（通行証）を発行する方法であり、導入国では、納税者が対象道

路を走行する際に通行証（ステッカー）を視認可能な場所に貼ることを

義務付け、不正防止のために巡廻員やカメラ等による目視を行っている。       

ビニエットによる課税（課金）は、GPS を利用した課税に比べてイン

フラ投資や技術的要件が小さく、実施が容易である。一方で、ビニエッ

トによる方法は、実際に走行した距離を把握するものではない点で、GPS

やオドメーターと負担の求め方に違いがある。 

 

（今後の方向性） 

 走行距離は全ての自動車に共通する指標であり、自動車の走行による

道路損傷と比例関係にあることから、原因者負担の観点から走行距離課

税は望ましい公平な税制度であるといえる。また、走行距離課税を導入

した場合、道路損傷負担を走行距離課税で求め、環境損傷負担を燃料課

税で求めることが可能となり、それぞれの利用量に応じて負担を求める

ことも可能となる。 

 走行距離課税の方法については、既に導入・実証実験が行われている

諸外国を参考に、GPS やオドメーターを活用することで技術的には十分

可能であるが、個人情報の保護や車載器の取外し、データ改ざんなどに

よる脱税への対応も不可欠となる。 

こうした観点も踏まえ、走行距離課税の導入に向けては、納税者のプ

ライバシーへの配慮、データの管理方法や課税・徴収の仕組み、税負担

の規模、地域特性など慎重に制度設計を行うとともに、納税者に対して

丁寧に説明し、理解を得ることが重要である。 
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（「電気使用量」に応じた課税） 

 電気自動車に対する利用量に応じた課税の方法としては、燃料課税の

代替指標として電気使用量（一定期間の総量）を課税標準とすることも

考えられる。 

 現在、電気自動車の蓄電池の性能診断技術の精度は向上しており、蓄

電池の容量や残量が計測できることから、こうした技術を活用して電気

自動車の電気使用量を把握できると考えられる。また、発電時のエネル

ギーが化石燃料か、再生可能エネルギーかの把握もでき、充電する電気

のエネルギー由来を基に CO₂排出量に応じた負担区分を設定することも

可能であると考えられる。 

一方、電気自動車は、動力源に電気を使用するだけでなく、車内のエ

アコン等で使用したり、蓄積した電気を家庭に放電することで電力需給

を融通したりする検討も進んでおり、走行以外で多くの電気を使用する

ことが考えられる。また、電力消費率（電費）の向上や電池の経年劣化

により単位当たりの走行距離が変わるため、電気使用量が実際の走行距

離を表さない可能性がある。 

電気使用量を課税指標とする仕組みを構築するに当たっては、自動車

の利用量に応じた課税という観点から、こうした点を十分に考慮して検

討する必要がある。 

 

２ 財産価値に応じた課税 

 

（「総排気量」基準） 

 自動車税種別割は創設以来、財産価値を表す指標に着目し、その大きさ

に応じて税率を定めており、現在は「総排気量」を税率区分の指標として

採用している24。 

しかし、近年は排気量の大きさと財産価値は必ずしも比例関係があるわ

けではないこと、電気自動車の登場により総排気量を指標とすることが実

態と合わなくなっていることが指摘されている。 

 

（財産価値との相関分析） 

 そこで、現在の自動車における財産価値と正の相関のある指標を検証す

るため、新車販売されている自動車を標本とし、動力性能や車体重量、電

                                                      
24 参考資料 p.10「自動車税における税率区分の変遷」 
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池容量と、取得価額との相関分析を行った。 

 結果は資料５のとおりであるが、内燃機関を有する自動車の取得価額と

総排気量は、パワートレイン（車の動力源）によって多少のばらつきはあ

るものの、概ね正の相関があった。また、内燃機関のない電気自動車は、

車体重量や電池容量が高い正の相関があった。なお、全ての自動車に共通

する車体重量においては、多少のばらつきはあるものの、概ね正の相関が

あった。 

 

【資料５ パワートレイン別の相関分析25】 

 ※HV:ハイブリッド車 PHV:プラグインハイブリッド車 

 

（今後の方向性） 

 このことから、今後の電気自動車の普及を見据えれば、財産価値に応じ

た課税指標として、内燃機関を有する自動車については「総排気量」とし、

電気自動車については「車体重量又は電池容量」とすることが一つの選択

肢として考えられる。 

 また、すべての車に共通する「車体重量」を課税指標とした場合は、将

来新たな動力源を用いた自動車が登場した場合にも対応できることや、課

税指標が共通するという観点からもシンプルで分かりやすいものとなる。

一方、電気自動車の電池は、性能保証期間が短く、重いという特徴がある

ことから、過度の負担が及ばないよう配慮する仕組みが必要である。 

 パワートレイン別に正の相関が最も強い指標を用いる方法も考えられ

る。この場合、それぞれ異なる税率区分の設定が必要であり、複雑な仕組

みとなること、パワートレインごとの負担のバランスにも配慮することが

必要となる。 

 

 

 

                                                      
25 参考資料 p.11「車両価格との相関係数表」 

  
総排気量 車体重量 

エンジン馬力等 モーター馬力等  

    

ガソリン車 209 0.81 0.69 0.90 0.89 - - - 

HV 109 0.88 0.75 0.83 0.87 0.61 0.54 - 

PHV 26 0.67 0.57 0.82 0.83 0.35 0.64 - 

電気自動車 11 - 0.94 - - 0.91 0.81 0.94 

対象台数 電池容量 

（ℓ） （㎏） 
最高出力 
（kW） 

最大トルク 
（Nm） （Nm） （kW） 

最大トルク 最高出力 
（kWh） 
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（取得価額に応じた課税） 

 自動車税種別割は、歴史的にも財産価値を表す指標により税率が設定さ

れてきたが、環境性能割と同様の「取得価額」とすることも考えられる。 

取得価額に応じて税率区分を設定する方法は、米国の自動車登録料

（Vehicle License Fee）の例がある。この場合、新車と中古車で取得価

額に差があるため、同一車種でも税負担の差が生じることに留意する必要

がある。 

また、固定資産税（償却資産）の例に倣い、取得価額に耐用年数に応ず

る減価を考慮して価額を算定する方法もある。この方法による場合、年々

評価額が減少していくため、長期間所有することにより税負担が減ってい

くことに留意する必要がある。 

 

３ 環境負荷に応じた課税 

 

（燃費基準） 

 我が国では、昭和 54 年に「エネルギーの使用合理化等に関する法律」

（省エネ法）に基づいてガソリン乗用車におけるエネルギー消費効率であ

る燃費（㎞/L）の目標値を定めた燃費基準が策定された。平成 11 年には、

省エネルギー及び CO₂排出削減対策を推進するため、乗用車、小型貨物車

のトップランナー基準が導入され、その後燃費目標が５年ごとに引き上げ

られている。製造事業者又は輸入事業者は、目標年度において出荷した乗

用車の企業別平均燃費が、基準を下回らないようにすることが求められる

ほか、エネルギー消費効率に関し定められた事項の表示が義務付けられて

いる。 

 税制においては、平成 13 年度に導入された自動車税のグリーン化特例、

平成 21 年度に導入された自動車取得税・自動車重量税のエコカー減税、

平成 27 年度に導入された軽自動車税のグリーン化特例、また、令和元年

10 月から導入された自動車税・軽自動車税環境性能割において燃費基準

が採用された。 

 令和元年６月には、現在の燃費基準では対象となっていない電気自動車

及びプラグインハイブリッド車について、内燃機関自動車等と比較可能に

するため、車両に供給されるよりも上流側のエネルギー消費効率を考慮し

た「Well-to-Wheel」の考え方を用い、燃料消費率（燃費：㎞/L）と電力量
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消費率（電費：km/kWh）をともに評価することとした新燃費基準26が発表

されている。 

 

（欧州における CO₂排出量基準） 

 一方、欧州では、地球温暖化問題について早い時期から高い関心を寄せ、

気候変動枠組条約第３回締約国会議（COP3）以前から CO₂排出目標値を決

める動きが見られ、欧州委員会が 2005 年に、車体課税の２分の１に CO₂排

出量の要素を取り入れた課税とするべき旨の指令案を示している。 

 また、2009 年には、EU において CO₂排出規則が成立し、2019 年４月に

は域内で販売する新車乗用車の CO₂排出量を 2030 年までに 2021 年削減目

標比で 37.5％減とする、世界で最も厳しい水準の目標値が設定されてい

る。 

 こうした環境配慮の動きに連動する形で、欧州の多くの国が保有段階を

中心に CO₂排出量基準（gCO₂/㎞）を導入している27。例えば、フランスで

は、取得段階で、自動車登録税の課税標準に CO₂排出量基準の要素が取り

入れられるとともに、CO₂排出量の少ない自動車の取得については補助金

（ボーナス）を支給し、CO₂排出量の多い自動車の取得については課税（マ

ルス）を行うボーナス・マルス制度が導入されている。また、イギリスに

おいても、新車新規登録初年度は CO₂排出量基準に応じて税額が設定され

ている。さらに、ドイツでは、自動車税の財産課税や奢侈品課税としての

性格という観点に加え、環境的な観点から、これまでの排気量に応じた課

税と CO₂排出量基準に応じた課税が併用されている。 

 

（今後の方向性） 

CO₂排出抑制の観点でみると、燃費向上に比例して CO₂排出量が減少す

ることから、燃費基準も CO₂排出量基準も大きな差はないといえる。 

一方、自動車関連税制において、自動車の CO₂排出抑制という目的を明

確に示し、ユーザーの意識をより低炭素なものに変えていく観点から、欧

州と同様、CO₂排出量基準とすることも一つの選択肢である。 

なお、自動車に関わる原材料の調達から製造、流通、使用、廃棄、そし

てリサイクルに至るライフサイクル全体を対象に、自動車が排出する CO₂

を定量化し、総合評価する手法「ライフサイクルアセスメント」（LCA）や、

                                                      
26 参考資料 p.11「新燃費基準について」、p.12「乗用車新車平均燃費の推移」 
27 参考資料 p.12～13「諸外国における車体課税の CO₂排出量基準について」「EU における CO₂排出量の 

把握方法」 
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再利用やリサイクルによって資源を可能な限り循環させることでCO₂排出を

抑制する「サーキュラーエコノミー（循環経済）」の考え方も欧州を中心に

世界的に広まりつつある。地球温暖化対策を税制面から後押ししていく観

点からは、将来的には、こうした評価方法を課税標準に取り入れていくこ

とが望ましいと考える。 

 

４ 営自格差、軽自格差 

 

（営自格差） 

 自家用自動車と営業用自動車の税率の差異は、自動車税創設当時、個人

所有の自動車について多少の奢侈的な側面を認めて設けられたものであ

る。その後も、物価や公共料金への反映を考慮して、営業用自動車につい

ては低い税率とされてきたところであるが、車体課税における道路損傷負

担や環境損傷負担の観点からみれば、自家用自動車と営業用自動車に事実

上の差異はない。 

 また、近年では、シェアリングエコノミーの広がりにより、世界でカー

シェアリングやライドシェアリングが拡大し、我が国においてもカーシェ

アリングの車両台数・会員数は急激に増加している。今後、自動車の所有

形態において、個人所有が事業者所有（商用車）に代替されることで、自

動車全体に占める商用車の割合が増加すると考えられる。 

営業用自動車とは、道路運送法第２条第２項に規定する旅客自動車運送

事業及び貨物自動車運送事業の用に供する自動車をいい、一般的にはタク

シーや乗合バス、運送業のトラックなどがこれに当たる。旅客自動車運送

事業は営業用自動車でのみ可能となっており、自家用自動車による旅客自

動車運送事業は法律上規制されている。 

 しかし、自動運転技術の向上やコネクテッドカーの普及、全国規模の規

制緩和が行われれば、地域に応じた様々なシェアリングサービスが登場し、

自家用自動車を利用して、有償で人や物を運ぶ事業が行われることが予想

され、営業用自動車との線引きは曖昧になってくると考えられる。 

今後は、このような自動車の利用の変化や法規制も踏まえながら、公共

交通機関の利用促進など運輸政策上の観点にも配慮をしつつ、車体課税の

課税根拠等に鑑みて、税負担水準の適正化を図っていくことが望ましい。 
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（軽自格差） 

 軽自動車については、我が国特有の規格として車両の基本性能の保持に

必要な最小限の規格が定められている。四輪の軽自動車については昭和59

年以降、二度の規格変更により長さや幅、排気量が拡大され、その結果、

軽自動車の規格は小型自動車に近づき、現在では長さ 3.40m、幅 1.48m、

高さ 2.00m、排気量 660cc 以下の車両とされている。 

 軽自動車と小型自動車の制度上の違いをみると、一部の地域を除き車庫

証明が不要であることや、所有権の公証機能を有する登録制度がないこと、

また、高速道路での最高速度や積載物の高さの制限などが挙げられる。ま

た、軽自動車は、人口が少ない地域や人口密度の低い地域で普及率が高く、

とりわけ公共交通機関が利用しにくい地域において、通勤・通学・買物な

どの移動手段として、あるいは小規模事業者の輸送手段として、生活に欠

かせない自動車として利用されている側面がある。 

 一方、軽自動車を取り巻く環境の変化も著しく、現在では、軽自動車規

格の電気自動車等の次世代自動車が登場している。また、自動運転機能や

インターネット機能が搭載された軽自動車も登場しており、こうした高付

加価値化した軽自動車は、小型自動車と比べても財産的価値に差異はない

と考えられる。また、軽自動車規格であっても、電気自動車の重量は重く、

道路損傷程度を考慮すると、税負担の差を設けることの合理性はなくなっ

ているといえる。 

軽自格差については、両者の税負担水準も縮小されてきた経緯を考慮し、

我が国特有の規格である軽自動車への政策的配慮をしつつ、税負担水準の

適正化を図っていくことが望ましい。 

 

５ 税制の簡素化及び国と地方の税源配分 

 

 平成 17 年 12 月「道路特定財源の見直しに関する基本方針」において、

国の厳しい財政事情や、特定財源税収が歳出を大幅に上回ることが見込ま

れることなどに触れ、道路特定財源の一般財源化の基本方針が示され、平

成 21 年度に、地方道路整備臨時交付金に代わる新たな交付金（現：社会

資本整備総合交付金）の創設などの措置を講じたうえで一般財源化された。 

 税金の無駄遣いや財政の硬直化を回避する観点から、一般財源化は望ま

しい方向であるが、地方自治体は、道路整備等の歳出に比べて自動車関連

税収が超過している国とは異なり、一般財源を投入して必要な道路整備を

行っている。 
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 こうした状況から、自動車関連税制においては、税制度の見直しととも

に、国と地方の役割に応じた税源配分に見直すことが重要である。 

 自動車関連税制において保有段階の課税として、課税根拠が重複する自

動車税（軽自動車税）種別割と自動車重量税がある。この点に関して、こ

れまでも総務省の研究会や東京都税制調査会において、課税の仕組みの簡

素化や、納税者にとっても分かりやすく理解を得られやすい税とする観点

から、統合する構想案が示されている。 

そこで、保有段階で課税している自動車税種別割と自動車重量税を統合

し、国と地方の役割に応じた税源配分に見直すことも一つの合理的な手法

であると考えられる。 
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[参考] 自動車関連税制の将来像について 

 

「Ⅴ 自動車に対する課税のあり方」及び「Ⅵ 課税方法・課税標準」

を踏まえ、自動車関連税制の将来像について、以下のとおり複数案を提示

する。 

 

（基本コンセプト） 

案１ 現行制度維持補修型 

    現行税制度の枠組みを維持し、電気自動車に対応していない自動

車税種別割の「総排気量」と、揮発油税・軽油引取税の「燃料税」

について代替指標で補う。 

案２ 現行制度改善型 

    「保有から利用へ」の価値観の変化を踏まえ、現行税制度の枠組

みを発展させ、自動車の利用に応じた負担に比重をシフトする。 

    具体的には、原因者負担的要素を走行距離又は燃料等消費量とい

った利用量での課税に寄せ、保有段階での原因者負担をなくすこと

で、利用に応じた負担の比重を高めるとともに、税負担の理由を明

確にする。 

    また、保有段階においては、税制度の簡素合理化を図る観点から、

自動車税種別割と自動車重量税を統合するとともに、応能負担・応

益負担的性格として位置づける。 

案３ 気候変動・社会的費用分離型 

    気候変動対策としての負担と、他の社会的費用に対する負担を明

確に区分する。 

具体的には、取得段階と燃料又は電気の消費においては、CO₂排

出に着目した負担とし、応能負担、応益負担、道路損傷負担金的性

格は、財産価値、走行距離と重量の組合せによる負担とする。 

なお、CO₂排出量に応じた課税については、走行時の CO₂排出に

着目した欧州諸国で実施している CO₂排出量基準と、車両に供給さ

れるよりも上流のエネルギー消費効率を考慮した国の新燃費基準

（Well-to-Wheel）の二つの選択肢がある。 

案４ 走行距離集約型 

    自動車における社会インフラの維持・建設に対する受益、道路損

傷等の原因者負担は、すべて走行距離に応じた負担というシンプル

な仕組みである。応益負担は走行距離に、道路損傷は走行距離と重
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量と組み合わせ、環境負荷は走行距離と CO₂排出量基準を組み合わ

せることが、より利用実態に近いことから、これらに応じた負担と

する。 

 

（税制度の仕組み（太字部分詳細）） 

（案１－１ 現行制度維持補修型（その１）） 

環境性能割＋種別割（財産価値区分の見直し）＋自動車重量税 

＋揮発油税・軽油引取税 

種別割（財産価値区分の見直し）について、内燃機関自動車は「総排気

量」、電気自動車は財産的価値として正の相関が強い「重量」を課税指標と

する。 

 また、燃料を使用しない電気自動車には、走行段階における応益負担、

原因者負担についても、種別割に取り入れ、定額の負担とする。 

※ 大きな制度改正を要せずに対応できる反面、内燃機関自動車と電気自

動車で、負担の考え方に違いがあるため、不公平感が残ることが課題と

して挙げられる。 

 

（案１－２ 現行制度維持補修型（その２）） 

環境性能割＋種別割（財産価値区分の見直し）＋自動車重量税 

＋揮発油税等・電気使用量 

 案 1－１と同様、種別割（財産価値区分の見直し）について、内燃機関

自動車は「総排気量」、電気自動車は財産的価値として正の相関が強い「重

量」を課税指標とする。 

 また、燃料を使用しない電気自動車には、燃料消費量に代えて、電気使

用量（一定期間の総量）を課税指標とし、これに応じた負担とする。 

※ 電気自動車に対しても消費量に応じた負担を求めることができるが、

税制度がこれまで以上に複雑化することが課題として挙げられる。 
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（案２－１ 現行制度改善型（その１）） 

環境性能割＋財産価値に応じた課税＋揮発油税等・電気使用量  

 保有段階における応能負担・応益負担（財産価値に応じた課税）は、パ

ワートレイン（車の動力源）ごとに課税指標（動力性能、重量等）を定め、

規格等に応じた段階的な負担とする。 

 案１－２と同様、燃料を使用しない電気自動車に対し、燃料消費量に代

えて、電気使用量（一定期間の総量）を指標とし、これに応じた負担とする。 

※ 保有段階の税目を統合することで仕組みが簡素化される一方、走行段

階の課税が複雑となる。 

 

（案２－２ 現行制度改善型（その２）） 

環境性能割＋財産価値に応じた課税＋走行距離  

 案２－１と同様、保有段階における応能負担・応益負担（財産価値に応

じた課税）は、パワートレイン（車の動力源）ごとに課税指標（動力性能、

重量等）を定め、規格等に応じた段階的な負担とする。 

 また、走行段階における応益負担、原因者負担については、走行距離に

よる負担とする。 

※ 環境負荷については、動力源によって CO₂排出量等の性能が異なるた

め、一律走行距離で負担を求めることに不公平感が残ることが課題とし

て挙げられる。 

 

（案３－１ 気候変動・社会的費用分離型（その１）） 

取得価額×燃費基準＋財産価値＋走行距離×重量 

＋燃料消費量・電気使用量×燃費基準 

気候変動対策として、取得段階においては、取得価額と新燃費基準（Well-

to-Wheel）により、CO₂排出に着目した負担とする。また、走行段階におい

ては、燃料及び電気使用量と新燃費基準により、CO₂排出量に応じた負担

とする。 

社会的費用として、保有段階における応能負担・応益負担（財産価値に

応じた課税）は、案２－１と同様、パワートレイン（車の動力源）ごとに

課税指標（動力性能、重量等）を定め、規格等に応じた段階的な負担とす

る。また、走行段階における応益負担、原因者負担については、道路損傷
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の度合いが重量に比例することに着目し、走行距離に重量を加味した負担

とする。 

※ 走行距離と重量の掛け算で負担を求める仕組みは、原因量を測る指標

として適切である反面、貨物車等の長距離を走る重量車に対し、重税と

なる。また、電池が重い電気自動車等次世代自動車についても同様のこ

とが当てはまる。 

 

（案３－２ 気候変動・社会的費用分離型（その２）） 

取得価額×CO₂基準＋重量に応じた課税＋走行距離 

＋燃料消費量×CO₂基準 

 気候変動対策として、取得段階においては、取得価額とCO₂排出量基準に

より、CO₂排出に着目した負担とする。また、走行段階においては、燃料消

費量と CO₂排出量基準により、CO₂排出量に応じた負担とする。 

社会的費用として、保有段階における応能負担・応益負担（重量に応じ

た課税）は、すべての自動車について重量を課税指標とし、規格等に応じ

た段階的な負担とする。また、走行段階における応益負担、道路損傷負担

については、走行距離に応じた負担とする。 

 

（案４ 走行距離集約型） 

走行距離＋走行距離×重量＋走行距離×CO₂基準 

 応益負担については、走行距離に応じた負担とする。 

 道路損傷負担については、案３－１と同様、走行距離と重量（走行距離

×重量）による負担とする。 

環境損傷負担については、走行距離と CO₂排出量基準により、CO₂排出量

に応じた負担とする。 

※ すべての負担が走行距離に応じた負担となるため、走行抑制効果が相

当強くなると考えられる。 
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「自動車関連税制のあり方に関する分科会」の概要 

 

１ 設置趣旨 

 自動車は、CO₂排出の大きなセクターとなっている。地球温暖化等の環境問題を

解決し持続可能な社会を実現するためには、自動車関連税制について、環境重視

の考え方を税制に組み込むことで、より積極的に環境税制として位置づけていく

ことが極めて効果的である。 

一方で、税制のグリーン化の進展等により自動車関連税収は大幅に減少してお

り、地方自治体にとってその充実確保が重要な課題となっている。更に、自動車

をめぐる技術革新・サービス等の向上も目覚ましく、次世代自動車が普及すると

ともに、自動車に対する価値基準が変化し、保有形態が多様化することで、課税

のあり方について見直すことも必要になると考えられる。 

こうしたことから、平成 30 年度東京都税制調査会答申では、「税制のグリーン

化と税負担のあり方という両面において、中長期的な視点から自動車関連税改革

について検討を行っていくべきである。」と提言している。そこで、今後の自動車

関連税制のあり方に関して、東京都税制調査会の議論に資する調査・分析を行う

ため、「自動車関連税制のあり方に関する分科会」を設置する。 

 

 

 

 

２ 委員 

◎小 林   航  千葉商科大学政策情報学部教授 

諸 富   徹  京都大学大学院経済学研究科教授 

吉 村 政 穂  一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

 ◎は分科会長 
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３ 開催経過 

 (開催日時)             (議 事) 

 第１回 平成 30 年 12 月 ６日（木） 自動車関連税制の将来像 

自動車関連税制に係る委託調査 

 第２回 平成 31 年 ３月 19 日（火） 自動車関連税制に係る委託調査 

                   自動車関連税制の将来像 

 第３回 令和 元年 10 月 ４日（金） 自動車関連税制に係る委託調査 

                   自動車関連税制の将来像 

 第４回 令和 ２年 １月 16 日（木） 有識者ヒアリング 

                   自動車関連税制の将来像 

 第５回 令和 ２年 １月 21 日（火） 有識者ヒアリング 

                   自動車関連税制の将来像 

第６回 令和 ２年 ２月 ４日（火）  有識者ヒアリング 

                  自動車関連税制の将来像 

第７回 令和 ２年 ２月 13 日（木） 有識者ヒアリング 

                                   自動車関連税制の将来像 

第８回 令和 ２年 ３月 16 日（月） 分科会報告書案 

   ～令和 ２年 ３月 20 日（金） 自動車関連税制に係る委託調査 

   （ 書 面 に よ る 開 催 ） 

 第９回 令和 ３年 ３月 ２日（火） 分科会報告書案 

                   自動車関連税制に係る委託調査 
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平成 30 年度東京都税制調査会小委員会 

第１回「自動車関連税制のあり方に関する分科会」議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【開催日時等】 

○ 開催日時 平成 30 年 12 月６日（木） 10:00～12:00 

○ 場  所 都庁第二本庁舎 31 階 特別会議室 22 

○ 出 席 者  

〔委  員〕小林分科会長、諸富委員、吉村委員 

   〔事務局〕 税制調査担当部長、税制調査課長、税制調査担当課長、税制課長、税制改

正担当課長、自動車税担当課長 

【議題】 

１ 自動車関連税制の将来像  

２  自動車関連税制に係る調査委託 

（１） 平成 30 年度委託調査「フランスにおける車体課税制度のグリーン化及び今

後の見通しに関する調査・分析等委託」進捗報告 

（２） 令和元年度調査委託    

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

事務局より自動車関連税制に係る制度の概要及び現状、課題等について説明を行い、税

制のあり方について以下のとおり意見交換を行った。 

また、事務局より平成 30 年度委託調査の進捗報告及び令和元年度委託調査の着眼点等

について説明を行った。 

 

委員発言要旨 

 

・本分科会では、長期的な視野で議論していきたい。一方で、国も自動車関連税制の抜本

的見直しを検討しており、そちらも視野に入れながら、議論していければよい。 

 

・自動車関連税について、その必要性を根本からゼロベースで考えた場合、税収確保とイ

ンセンティブという２つの論点を考えていく必要がある。自動車関連税の必要性の根拠

として考えられるのは、応能負担、受益者負担、原因者負担の３つで、応能負担とは、

車体課税と資産課税の側面を持っており、自動車を購入・所有できるということに対し

担税力を見出し、課税をするということである。応益負担については、従来の車体課税

が根拠とするところであったが、環境配慮や道路損傷という視点に立てば、原因者負担

の側面が出てくる。自動車に対する課税は、自動車の利用に対するコストであるため、

結果として利用をセーブするインセンティブが働いてしまう。したがって、応益負担を

根拠として課税し税収確保するのであれば、「ある納税者に対して想定される利用量」

に対して、実際の利用量にかかわらず、課税するのが理論的には理想である。ただし、

制度としては難しいため、走行距離や燃料消費量に依存した課税が現実的に考えられう

る方法ではないか。また、原因者負担を根拠とした自動車への課税は、外部性を抑制す

る機能があるため、社会厚生の観点で見れば望ましく、インセンティブを発揮すべきと

ころであり、インセンティブ税制と原因者負担という側面は同じ方向性で議論ができる。

どういう視点から、自動車あるいは燃料・走行に対する課税というものを位置付けてい

くかを議論の根本に据える必要がある。 
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・自動車の利用者や保有者に応益的な税を課するのは、当初は道路整備の予算を賄うため

の政治的な合意の決定としてであった。しかし現在では道路の老朽化対策に対する手当

という側面が強くなり、納税者としては、利益を感じにくい状況にあり、走行距離課税

の議論もそのような状況を背景として始まったのではないかと感じている。 

 

・他の交通手段とのバランスの観点から、車に対して負担を求めるのは合理的である。ま

た、道路損傷という観点からも、道路建設、維持管理に対する対価を税として負担して

いくということは意味のあることである。 

 

・今後走行距離課税が大きな論点になっていくと考えられる。将来、電気自動車が普及し

た際に燃料税に代わるものとして走行距離に課税するという方向になっていくのでは

ないかと考えられるので、燃料税を維持したまま走行距離課税を導入するというのは納

税者の理解を得にくいのではないか。また、高速道路はすでに利用料金が徴収されてい

るが、その上に走行距離で課税されるということになる。道路に係るコストが違うため

高速道路にはより高い負担をするという考え方もある。すでに負担されているコストに

ついてどうするかは整理が必要である。 

 

・原因者負担で考えた場合、自動車の外部性は、燃料消費と走行そのものに起因するもの

に分けることができる。例えば自動車の外部性として混雑も挙げられるが、混雑の抑制

という観点でいえば、エリアや時間帯によってメリハリを効かせた課税の必要がある。

また、道路損傷の観点でいえば、重量と走行距離を合わせた方法が理想的であるなど、

走行距離課税の目的についての整理が必要である。 

 

・走行距離課税をする際の走行距離がストックかフローかにより、議論の方向性が変わっ

てくる。ストックの走行距離ということであれば、どれだけ利用したかにより課税する

ことになり、買い替え促進の効果が出てくる。その場合廃棄物の処理に係るコストが発

生するため、廃棄やリサイクルの視点も議論に含める必要があると感じている。 

 

・走行距離課税の構成をイメージする際、日常生活の中で自動車がどのように走るかとい

うまちづくり的な視点と、高速道路も含めた道路の利用者負担という視点では方向性が

変わってくる。まちづくり的な視点でみると、エリアによって自動車の走行を抑制した

いということであればリアルタイムで自動車の位置を把握し、特定のエリアに進入した

際に課税するというようなシステムも考えられる。単純に走行距離ということであれば、

車検時に適正に把握するという前提で走行距離を記録し差分に課税するということも

できる。なんのための走行距離課税かを決めないと、いろいろなオプションがありうる。 

 

・走行距離課税の導入に関しては移行期があるのではないか。現在は事実上燃料課税が走

行距離課税を代替しているが、電気自動車の普及により燃料課税ができなくなるため、

代理指標ではなく実際の走行距離を何らかの方法で把握して課税する必要があるとい

える。一方、電気自動車が普及するスピードにもよるが、いきなり GPS で走行距離を把

握することができるかどうかといえば難しい。したがって、最初は遠距離交通・都市間

交通・運輸業など適用を一部に絞るところから始まり、電気自動車の比率が高まるにつ
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れ従来の燃料課税の比率が低くなり走行距離課税の比率が高まるというイメージを持

っている。 

 

・走行距離課税のあり方をどのように考えるかによって、具体的にどのような技術を利用

するかについての方向性が大きく変わってくる。 

 

・カーシェアリングが普及し、保有自体がマイナー化することも考えられる中、税制でも

所有から利用へ税体系も変えていかなければならない、というテーマ自体が本当に正し

いのか。シェアリングの普及に反比例し保有台数が減っているということは必ずしも言

えないようであり、わからない部分である。したがって、保有に対する課税を減らしな

がら、走行に対する課税を徐々に増やしていくというようにする必要もあると考えられ

る。 

 

 

(事務局文責) 
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平成 30 年度東京都税制調査会小委員会 

第２回「自動車関連税制のあり方に関する分科会」議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【開催日時等】 

○ 開催日時 平成 31 年３月 19 日（火） 10:00～12:00 

○ 場  所 都庁第二本庁舎 31 階 特別会議室 22 

○ 出 席 者  

〔委  員〕小林分科会長、諸富委員、吉村委員 

   〔事務局〕 税制調査担当部長、税制調査課長、税制調査担当課長、税制課長、税制改

正担当課長、自動車税担当課長 

【議題】 

１ 平成 30 年度委託調査「フランスにおける車体課税制度のグリーン化及び今後の

見通しに関する調査・分析等委託」中間報告（みずほ情報総研株式会社） 

２ 令和元年度委託調査「車体課税制度のグリーン化及び今後の見通しに関する国

際比較調査・分析等委託（案）」について 

３ 自動車関連税制の将来像 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

みずほ総合研究所株式会社より平成 30 年度委託調査の中間報告を行い、事務局より令

和元年度委託調査の対象国等の説明を行った。 

また、事務局より自動車関連税の課税根拠、課題等の説明を行い、自動車の取得・保有・

走行の各段階における課税のあり方について以下のとおり意見交換を行った。 

 

 委員発言要旨 

 

・環境性能がより優れた自動車の普及を促進するという観点から、取得段階は、保有段階

よりも高いインセンティブ効果が期待できるが、消費税との関係性が問われてくる。取

得段階では、税収は求めず、インセンティブ効果を狙った課税に特化するということも

一つの見方としてある。 

 

・自動車取得税の廃止及び環境性能割の導入が既に決定しているところで、その方向でよ

いのか、その他の切り口はないかという視点で議論を行うことが、取得段階の課税のあ

り方を考える上では現実的なのではないか。 

 

・取得課税の必要性をどのように考えるかによって、環境性能割の位置づけは変わってく

る。取得段階の課税を環境性能割にすることにより、消費者が環境性能の良い自動車に

誘導され、これに対応してメーカーとしても環境性能の高い自動車を開発するインセン

ティブとなる。自動車取得税のエコカー減税に関しては、開発インセンティブが働いて

きたということを自動車業界も積極的に評価しており、環境性能割的な課税は今後も重

要で、残していくべきものである。 

 

・取得段階では税収を期待しないのであれば、環境性能の悪い自動車に課税し、その税収

を補助金に充てるという考え方はある。しかし補助金政策については、基準を常に見直

していかなければいけないということや、補助金額が膨らんでいくことも考えられるの
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で、制御が難しい。さらに、補助金が前提のビジネスになってしまう可能性もあるため、

産業育成という視点でもその効果はわからない部分がある。個人的には、課税の枠組み

の中で政策インセンティブを働かせるのが良いと思っている。 

 

・制度の中で補助金の原資を賄うという枠組みにすると、長期的な見通しが立てづらいと

ころがあり、方向性としては現在のように課税を行う中での環境への負荷に応じた差別

化という形を維持していくことにならざるをえない。 

 

・取得段階が適当かは別として、重量による道路損傷は考慮しなければならない。ロード

プライシング的な制度ができるのであれば、取得段階では必要ないという考え方もある。 

 

・環境性能割の課税標準には価額が用いられており、ここに重量等の物的標準をいれると

制度が複雑化する。重量を課税ベースに取り入れるのであれば、保有段階の方が良い。 

 

・車両重量への課税を、道路を損傷した対価と捉えるのであれば、走行距離課税や保有段

階の課税で対応可能である。 

 

・保有段階でも同様のことが言えるが、自動車に財産価値があると認めて取得段階で課税

をするのであれば、電気自動車が普及し、従前のように排気量が自動車の財産価値を測

る指標とならなくなってきた時に、課税標準に、取得価額を利用するというのは一つの

論点になる。 

 

・取得価額を課税標準に利用したとして、生活必需品と奢侈品という区別をつけ累進課税

を行う必要性があるかは疑問である。 

 

・取得段階での課税は流通税としての位置づけになってきており、課税標準は取得価額が

妥当。その中で累進課税も一つの選択肢としてありうる。 

 

・保有段階の課税については、課税根拠に応能的な側面と応益的な側面をもっており、意

味のあるもの。 

 

・現在の自動車税の課税標準である「排気量」がない電気自動車の普及や、「保有」から

「利用」への流れ等に伴い保有台数が減少していくなかで、税収確保が難しくなること

をどのように考えるかが論点となる。 

 

・財産課税的な視点で見た場合、固定資産税との関連について整理する必要がある。企業

の設備に対しては償却資産課税がなされるが、同様に自動車を償却資産とみなし、取得

価額を課税標準として減価償却するという選択肢も考えられる。ただ、自動車の他の機

能も考慮され自動車税として独自の位置づけに置かれているはずで、その点についてど

のように考えるかということも論点となる。 

 

・道路特定財源が一般財源化されたことは、税収使途が制限されていることによる非効率

性の発生を防ぐために、制限を緩和したと捉えるのであれば、応益負担の側面は残る。 
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・シェアリングの普及や、人口減少により、保有台数が減少していったときに、税収が減

っていくことをどう捉えるかということは論点となる。 

 

・政策インセンティブについては、環境性能と重量が重要となる。環境性能も重量も、自

動車が走行して初めて環境や道路を損傷することに関わるものであり、走行段階と組み

合わせて考える必要がある。 

 

・排気量は一定程度適切な課税標準であり、今後もガソリン車については、排気量ベー

スが継続すると思うが、電気自動車が普及した段階のことを考えれば、電気自動車に

おける課税ベースについて、重量や車軸など、排気量に代わる資産価値や道路損傷を

表す指標を検討していく必要がある。 

 

・自動車に対する課税は、奢侈品課税の側面は捨て去ることが難しい。 

 

・償却資産課税は事業用資産に限られるが、自動車は個人が持っていても捕捉可能性が高

く、税収規模もそれなりに大きいことから、課税のメリットは大きい。 

 

・ロードプライシングや走行距離課税との関係で、保有段階の課税は、精緻な制度設計が

難しい走行距離課税の代替に過ぎないのか、奢侈品課税的な独自の意義があり、精緻な

走行距離課税の制度設計が可能であったとしても必要なものなのか、考える必要がある。 

 

・現在の電気自動車に対する自動車税の優遇措置が、電気自動車の普及を目的とするので

あれば、電気自動車が普及した段階ではガソリン車と同じ扱いをすべきであるというこ

とになり、同じ扱いをするときにどう扱うかということになってくる。すると、排気量

ベースを維持するのは難しくなるのか、あるいは、同じような指標を電気自動車等で作

るのかという考え方になる。 

  

・取得価額を課税標準にできないのであれば、排気量、もしくは排気量に代わるものを

考える必要がある。 

 

・海外では、複数の課税指標に係数を乗じたものを合計するという税額計算がとられて

いることも多く、複数根拠があるのであれば、それらをすべて包含するような形で税

額計算するのは、わかりやすい方法であると考えられる。取得価額を課税ベースとし

て利用するのであればこのような方法は一つの選択肢となる。消費税との二重課税と

なるため、取得価額が課税ベースに利用できないのであれば、別の指標を利用し、そ

の上で環境性能や重量等を加えて税額を計算していけば良いのではないか。 

 

・現行の自動車税は、排気量について区分して段階的に税率が定められているが、非常

に複雑な印象を受ける。海外では課税指標に一定の係数を乗じて計算しているものも

多く、課税技術上は日本でもこのような方法をとることは可能なはずである。実際、

税収のシミュレーションを行うのであれば、段階的な区分よりも一定の比例という形

のほうが計算しやすく、選択の余地はある。 
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・排気量と環境性能という複数の指標を考慮して税額を決定するという現在の制度は、

今後も継続すると考えられるため、その枠組みの中においての課税指標が排気量かそ

の他のものなのか考える必要がある。また、環境性能を示す指標については、燃費な

のか、走行距離に対する CO₂排出量なのか、自動車のライフサイクルの中で排出される

CO₂量なのか等も考慮する必要がある。 

 

・重量を課税指標として利用するのであれば、自動車重量税との関係が問題になってく

るが、自動車税と自動車重量税を一本化して財産価値と環境性能と重量をそれぞれ入

れた形で税額計算をするというもの一つのあり方ではある。 

 

・自動車税と自動車重量税を一本化するか、現行通り国と地方でそれぞれが考えるかとい

った、国と地方の配分については、平成 31 年度税制改正で、自動車重量譲与税を調整

し地方への譲与分を増やしているということがあるので、税収を国と地方でどのように

配分するか先の話であって、分け方を考える必要はあまりないのではないか。 

  

・現在は、燃料課税を行うことにより利用量に応じて実質的には課税できているが、電気

自動車等燃料を使用しない自動車が普及したときにどのように利用量を測るのかとい

うことが論点となる。 

 

・走行距離で課税するということを考えたとき、欧州での事例を見ていると、貨物車に

GPS をつけているが、自家用車にはつけていない。例えばドイツの場合では、アウトバ

ーンを無料で貨物車が走行していることに関して、利潤の創出のために道路を物流で使

っていても応分の負担をしていないことに関し、CO₂の問題や、道路損傷的な問題から

住民の負担が高まり、貨物車に走行距離で課税するという流れになってきている。日本

は既に高速道路が有料なので、料金という形で課税しているとも言えるため、既に負担

がされていると考えられる。 

 

・GPS を自家用車につけるとなるとプライバシーの問題で難しいということも含めて考え

れば、電気自動車の場合はスタンドで給電するときに課税するという仕組みを新たに作

るのが良いのではないか。 

 

・走行距離課税の議論が出てきている理由は、電気自動車が普及し、燃料課税では対応で

きないというところになるが、その場合であれば燃料に引き続き課税した上で、電力に

も課税することで対応できる。 

 

・一方、走行距離の独特の課税根拠として原因者負担的な側面が出てくることになるため、

例えば道路損傷的な意味で課税するとすれば、重量の大きい自動車には走行距離で課税

し、重量の小さい自動車には走行距離課税は行わないという形もありうる。その場合、

高速道路で十分対応できていれば、新たに制度を仕組む必要はないが、高速道路以外の

道路では対応できない。現状では一般道路の道路損傷負担については、走行距離には応

じていないが自動車重量税で課税しているということになっている。一般道路でも走行

距離に応じて課税するのであれば GPS や、プライバシーの問題があるのであれば距離メ
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ーター等を活用できれば妥当なのではないか。 

 

・混雑問題に対する対応を考えた場合は、走行時間帯や走行場所による柔軟な料金体系が

本来は理想であり、そのために GPS を利用することが考えられる。GPS を利用しないの

であれば、一定のエリアに進入したら課金するという形のものであれば、プライバシー

の問題も発生しない。 

 

・走行段階の課税ベースは、課税の目的によるところがある。CO₂排出に対する課税であ

れば、燃料課税で、道路損傷に対する課税であれば走行距離課税ということになる。 

 

・シェアリングや自動運転が普及する将来を見据えた場合の税制上の諸課題については、

燃料と電気ともに課税することで対応できる。税率の設定次第で、走行量に応じた課税

ということになるため、ハードルの高い走行距離課税を行う必要性も低くなる。 

 

・燃料と電気両方カバーすることで事実上は走行距離課税となるが、その場合はガソリン

スタンドに相当する給電所でメーターに応じて課税する仕組みにできるか、という技術

的な課題がある。 

 

・環境損傷の視点からは、燃料と電気に課税できるのであれば、走行距離課税を行う必要

はあまりない。道路損傷や混雑緩和の視点から考えても、重量も織り込んだ形でロード

プライシングができるのであれば、走行距離課税をあえて導入する必要はない。 

 

・走行距離に課税することが容易だとした場合、走行距離のみに課税するのはわかりやす

い税体系ではあるが、その場合に燃料による CO₂排出をどのように捉えるかについて考

える必要がある。 

 

・アメリカで一部実験しているように、GPS デバイスを車載することに対し同意がとれた

納税者に対してのみ走行距離課税を行うという選択制にするという方法も考えられる。 

 

 

 (事務局文責) 
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令和元年度東京都税制調査会小委員会 

第３回「自動車関連税制のあり方に関する分科会」議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【開催日時等】 

○ 開催日時 令和元年 10月４日（金） 13:00～15:02 

○ 場  所 都庁第二本庁舎 31 階 特別会議室 21 

○ 出 席 者  

〔委  員〕小林分科会長、諸富委員、吉村委員 

   〔事務局〕 税制調査担当部長、税制調査課長、税制調査担当課長、税制課長、税制改

正担当課長 

【議題】 

１ 令和元年度委託調査「車体課税制度のグリーン化及び今後の見通しに関する国

際比較」中間報告及び現地ヒアリング調査について（みずほ情報総研株式会社） 

２ 自動車関連税制の将来像 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

みずほ総合研究所株式会社より令和元年度委託調査についての中間報告を行った。 

また、事務局より営業用と自家用の税率の差（以下「営自格差」という。）、軽自動車と

登録自動車の税率の差（以下「軽自格差」という。）についての説明を行い、課税のあり

方について以下のとおり意見交換を行った。 

 

委員発言要旨 

 

・軽自格差は、これまでの税制改正において、その差が徐々に狭まってきた推移を踏まえ

ると、関係者の間で長年意識されてきたと思われる。都税調においてもずっと議論され

てきたし、総務省の地方財政審議会で自動車関係税について議論した際にも、ほとんど

の委員が軽自格差はなるべく縮めていくべきという意見で一致していた。 

  

・自動車税の排気量ごとの税率差と比べて、軽自格差が非常に大きいとのことだが、この

差がなぜ設けられているのかを考えたとき、軽自動車がほとんど生活手段として使われ

ている生活密着型であるという性格が背景にあるのかもしれない。例えば、代替的な交

通手段もない中で、炭素税が導入されて、軽自動車ユーザーの負担が大きくなった場合、

パリのイエローベストのような反乱が起きるかもしれない。軽自格差の議論をする際は、

軽自動車の性格も考える必要があるのではないか。 

 

・軽自格差が徐々に縮小されてきた一方、営自格差は広がる状況であり、営自格差につい

て焦点を当てていく時期なのかと思う。 

 

・自家用は、担税力のある人が持っていることから、奢侈品だった、あるいは財産だった

として、排気量が大きくなれば、より価値のある財産を持っているので、税率を上げる。

それに対して、営業用は、財産ではなく生産手段として所有しているため、自家用より

低い税率にしていると考えられる。 

 

・都税調は営自格差について、従来から「運輸政策上の配慮をしながら、車体課税の課税
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根拠等を踏まえて、税負担水準の適正化について検討をするべき」との見解を示してい

る。この都税調の論理に対して、「今、営自格差をなくしていくべき時代に入った」と

いう論拠を十分にたてられるかどうかに論点が集約されると思う。 

  

・営自格差の議論の際、最適課税論の生産効率性定理の、「中間財に課税しないことが望

ましい」という考えに基づくと、営業用は中間財のような性質もあり、営自格差は正当

化されると考えていた。しかし、児童・生徒送迎用バスは自家用、一般乗合バスは営業

用という区別を見ると、どちらも自社のビジネスのために投入するものであり、営自格

差を生産効率性定理によって説明することは難しいと感じた。また、過去の議論では、

自家用は奢侈的なものであり、持つ人に担税力があると捉えているが、今は自家用が必

需品になっていることも考えられ、全て「奢侈的」であることで正当化するのは難しい

のではないか。 

 

・軽自格差について、昭和 36 年当時においても格差に対する問題意識があり、少し縮小

して様子を見るような形で進められている。本来なら、自動車の重量及び排気量の違い

で税率の差が設けられているのであれば理解できるが、それ以上の格差は本来あるべき

ではないと考える。しかし、政治的な問題があるとすれば、時間がかかると思う。目指

すべき姿は、軽自動車税と自動車税の一本化ではないか。一本化すれば、排気量に応じ

た差になると思う。または、軽自動車を少し引き上げ、自動車を少し引き下げるという

形で、格差縮小を図る方法も考えられる。税を一本化した場合、市町村に対しては、軽

自動車税に代えて、交付金によって財源を確保するという方法も考えられる。 

 

・自動車税の道路損傷負担金の観点からすれば、営自に関係なく発生する。もし、今後走

行税が議論され、道路損傷負担金的性格を持つならば、営自に関係なく発生する。営業

用も自家用も同様に負担すべきという方向になると思う。 

 

・軽自格差が縮小した理由として、まず、軽自動車の需要の盛り上がりに伴い、軽自動車

に力を入れていないメーカーが軽自格差を問題視し始めたことがあると聞いている。ま

た、軽自動車の性能が改良され、軽自動車と登録自動車というカテゴリーに分ける意味

がなくなったことなどが、背景にあったとも聞いている。これらの背景を考えると、小

林分科会長の「一本化」という方向性の前提条件が整ってきたとも言える。 

  

・直感的な話だが、営自格差については、カーシェアリング等の区分が、営自どちらにな

るのかという曖昧さはあるにせよ、現在の営自間の区分というのは明確に線引きされて

いるように思う。地方の人口減少が進む中で、バス等の公共交通機関の存続が難しくな

っていることを踏まえると、営業用に課税を強化していくことは難しいと思われる。 

・また、営業用に自家用並みの税金をかけた場合、その増税分は料金への転嫁ということ

で乗客に負担が行くのか、転嫁できず会社自身が負担するのか、といった点も考える必

要がある。 

 

・営業用に対する課税が強化された場合、恐らく料金等への転嫁が行われると思われるが、

料金に転嫁されない場合、例えば、会社自身が無理をしながら増税分を支出するとした

時、今度は安全性の観点から問題が生じることも考えられる。また、料金へ転嫁された
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場合も、公共交通機関が、社会的に弱い立場の人たちに利用されているとするならば、

料金への転嫁はそのような人たちへの負担になるのではないか。さらにいえば、輸送・

販売等への料金の転嫁により、経済活動自体の縮小にもつながる可能性もある。一方、

営業用の税率を低めに抑えた上で、営自格差の解消を図るのであれば、自家用車を営業

用の税率に合わせるという理屈になるが、その場合、税収が減るということが問題とな

る。 

  

・自治体側からすれば、営自に関係なく自動車走行のために環境整備をしているから、税

金を納めてほしいと考えるだろう。その際、自動車関係税を応益負担的に考えるか、道

路損傷負担金的に考えるか、環境課税的に考えるか、財産税的に考えるか、という選択

肢がある。その中で、応益的に考えるのであれば、営自格差の根拠はあまりないのでは

ないか。一方、営自格差をなくした場合、産業政策的な観点と公共交通機関の必要性に

留意することが必要だと思われる。例えば公共交通機関の場合、料金が値上がれば、利

用者が減り、減便につながり、さらに利用者が減っていくという悪循環に陥る可能性も

ある。営自格差をなくすことのメリット・デメリット、料金転嫁の影響を考えなければ

ならないと思う。 

 

・例えば、環境面では、一人で乗るマイカーよりも、複数人が乗る営業用車の方が環境面

で優れているのではないか、という意見も出てくるように、どのような視点で見るかに

より、営自格差を残すか廃止するかという議論も変わってくると思われる。自動車税の

性格をどのように考えるかが決まらないと、結論は出てこないのではないか。 

 

・トラック業界団体からは、営業用トラックは自家用車の９倍の輸送効率をあげていると

いう主張がある。確かに、エネルギー効率から見ると、非常に効率的であるが、その高

い輸送効率故に、道路損傷も大きくなると考えられる。そのため、様々な観点から、負

担の割合を導き出せることが良いと思われる。 

 

・道路損傷負担、環境損傷負担の側面は原因者負担であり、営自に関係なく税負担を課す

ことが妥当だと思われる。一方、最終財か中間財かということを考えると、一定の営自

格差は理論的にはありうると思われる。この線引きがどこまで許容されるのかという点

について、結論を出すことは難しいが、それぞれの性格を踏まえた税負担のあり方を考

える必要がある。また、営業用か自家用か、というのは、他人を乗せるかどうかという

点で線引きするということが、一つ分かりやすい区切りではあるが、その区切りが果た

して適当かどうかということについては、さらに議論が必要だと思われる。 

 

 

（事務局文責） 
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令和元年度東京都税制調査会小委員会 

第４回「自動車関連税制のあり方に関する分科会」議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【開催日時等】 

〇 開催日時 令和２年１月１６日（金） 13:04～15:06 

〇 場  所 都庁第二本庁舎 31階 特別会議室 22 

〇 出席者  

〔委  員〕小林分科会長、諸富委員、吉村委員 

  〔事務局〕 税制調査担当部長、税制調査課長、税制調査担当課長、税制課長、税制改

正担当課長 

【議題】 

１ 有識者ヒアリング（株式会社三菱総合研究所 杉浦孝明氏） 

２ 自動車関連税制の将来像 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

株式会社三菱総合研究所 杉浦孝明氏から、自動車の電動化や自動化等の将来動向につ

いてヒアリングを行った。 

また、事務局より走行段階における税制の課題、諸外国の税制等について説明を行い、

走行段階での課税のあり方について以下のとおり意見交換を行った。 

 

委員発言要旨 

 

・前半のヒアリングから、近々に電気自動車が普及してガソリン車に取って代わるような

大きなシェアとなることは考えにくいとの話があったが、そうであれば既存の燃料課税

に加え、燃料で捕捉できない電気自動車については別の指標で補うなど、足りない部分

を補うという考え方もある。 

 

・もちろん、走行距離課税に切り替えるというのであれば、いろいろな選択肢がある。 

 

・走行段階を捉えることが重要だということは、大前提として考えてよいと思う。先ほど

のヒアリングで、電気自動車の高付加価値化が進み、また、自動車に様々な機能が標準

装備されていくことで、軽自動車も含めて自動車の価格は非常に高くなることが考えら

れるという話があったが、そうなると一層「保有から利用」という流れに変わるのでは

ないか。また、所有しなくても利用しやすい環境ができれば移動に対するニーズが増え

る可能性があるという話も出ていた。「保有から利用」という変化がいつ、どれほどの

規模で起こるか不明だが、いずれ私的所有物という性格から、公共財的な性格が強くな

り、道路損傷の負担なども所有者から利用者に変わってくるように思う。 

 

・報道では近年、自動車が個人保有から法人保有へ変化しているとあったが、将来的には

法人が所有してモビリティサービスを提供することが主流になるかもしれない。また、

移動距離の把握方法については、５Ｇなどで情報処理が飛躍的に高まると従来の GPS よ

りも精緻な方法が登場し、一般道でも詳細に移動距離をとることが可能になってくるの

ではないか。そうなれば、移動サービスを提供する法人に代理徴収義務を課して、利用

者から徴収してもらうようなニーズになっていくかもしれない。 
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・今回の議論では走行段階の課税に焦点を当てているが、そもそも、なぜ自動車ユーザー

に税負担してもらうのかを考えた場合、公共財である道路の利用者負担、CO₂等の環境

負荷に対する原因者負担、道路損傷の原因者負担があると考えられる。これらは、基本

的に、走行距離にある程度比例するので、まず走行段階での課税を基本とし、走行段階

で十分に捕捉できない、あるいは差別化できない部分を所有段階で補うという考え方も

できる。 

 

・燃料課税は、走行距離が燃料使用量と比例しているので、受益者負担及び環境負荷に応

じた課税を実現できているが、電気自動車の普及した場合を考えると、「燃料課税と電

気課税」、「燃料課税と走行距離課税」といった併用というパターンが有力だと思われる。 

 

・自動車の「保有から利用へ」が進む中で、「保有から利用へ」と、課税対象もシフトさ

せることを考えた場合、従来保有段階で担った機能を利用・走行の段階に担わせること

ができるのかどうかについても考えなければならない。 

 

・走行段階で道路損傷に応じた負担を求めるのであれば、重量が大きいほど道路への負荷

が大きくなることを踏まえると、走行距離に重さをかけることなどが考えられる。 

 

・重量を走行距離課税の係数として使う場合、現状の燃料課税についても、重量によって

税率を差別化することができれば、非常に理論的だと思う。 

 

・今の税制度を大きく変えていこうということであれば、現在の技術であれば、燃料課税

でも、車体課税でも、道路損傷負担を求める形で課税を設計するということは十分可能

であると考えられる。 

 

・道路損傷などの原因者負担については、その量に応じた課税がいいと思うが、道路利用

の受益者負担という観点からは、厳密に利用量に応じた課税では、利用にブレーキをか

けてしまうことになる。そのため、理想としては、目安の走行距離（例えば、平均的な

走行距離）を定額で定期的に課税する方法が望ましく、車体課税との組合せ方も考える

必要がある。 

 

 

（事務局文責） 
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令和元年度東京都税制調査会小委員会 

第５回「自動車関連税制のあり方に関する分科会」議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【開催日時等】 

○ 開催日時 令和２年１月２１日（火） 9:00～11:06 

○ 場  所 都庁第一本庁舎 42 階 特別会議室 B 

○ 出 席 者  

〔委  員〕小林分科会長、諸富委員、吉村委員 

   〔事務局〕 税制調査担当部長、税制調査課長、税制調査担当課長、税制課長、税制改

正担当課長 

【議題】 

１ 有識者ヒアリング（PwC コンサルティング合同会社 早瀬慶氏、北川友彦氏） 

２ 自動車関連税制の将来像 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

PwC コンサルティング合同会社 早瀬慶氏、北川友彦氏から、自動車の販売台数の見通

しや、コネクテッド・シェアリングの将来動向等についてのヒアリングを行った。 

また、事務局より取得・保有段階における税制の課題、諸外国の税制等について説明を

行い、取得・保有段階での課税のあり方について以下のとおり意見交換を行った。 

 

委員発言要旨 

 

・燃費基準か CO₂排出量基準かを考えたとき、これまでは、ガソリン車が主であり、燃費

でも CO₂排出量でも大きな違いがないので、従前からの燃費基準を使っているのではな

いかと思われる。どちらも同じことを意味しているとしても、なぜ燃費基準を使い続け

るのか、という疑問はある。 

 

・例えば、電力だと発電に関して石炭、石油、天然ガス等の化石燃料があるが、エネルギ

ー消費量だけで CO₂をいくら排出しているのかという差別化はできないので、CO₂に着

目した炭素税に置き換えていく、ということは議論の起点になりうる。諸外国の例も踏

まえるとメッセージを表に出すという意味でCO₂排出量基準にすることも選択肢の一つ

として考えられる。今後電気自動車やプラグインハイブリッド車等が増えていくことを

考えると、燃費という概念が合わなくなるので、現行の環境性能割が取得価額と燃費基

準という方法のままでいいのか、ということも議論する必要はあると思う。 

 

・また、国土交通省等が発表した新燃費基準の「Well to Wheel」は、発電という上流部

分まで遡って CO₂を考慮する考え方だが、この「Well to Wheel」を税制で用いるかど

うかも議論になる。例えば、自動車の課税の枠内では、車体の燃費なり、環境性能なり

を基準とすればよく、上流までさかのぼる必要はない、というのも一つの考え方である

と思う。 

 

・保有段階の課税について、自動車の財産的価値、道路損傷、環境負荷という３つの考え

方の中でもとりわけ財産的価値は重要であり、今後、電気自動車等の普及により、排気

量を課税標準とする課税の仕組みが立ち行かなくなるので、排気量に代わる課税標準を
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検討する必要がある。 

 

・「重量」という指標は、自動車の財産的価値を体現し、かつ道路損傷負担金的性格を持

つものとして、機能するのではないかと思う。また、重量以外に、排気量に代わる指標

としては、「馬力」もありうる。いずれにしても、自動車の財産的価値は、道路損傷負

担金的性格や社会的費用の要素も勘案しながら、財産的価値を示す指標を組み合わると

いう考え方もありうるのではないか。 

 

・保有段階の課税について、財産的価値を中心に考えたとき、今後シェアリングが普及し

ていく状況の中で、なお自動車を保有するということは、担税力があるという見方がで

きるのではないか。軽自動車のように地域によっては日常の足として必要だということ

もあるのでメリハリは必要だが、自動車を持つことが珍しかった時代の財産的性格と、

今はまた違う状況から財産的性格を強調することはできるのではないか。 

  

・走行段階の課税と取得・保有段階の課税について、どのような役割分担をさせるかを考

えると、例えば、取得段階では奢侈品課税、保有段階では財産税、走行段階では道路の

利用量や燃料消費量に応じた課税に特化するとわかりやすいが、道路損傷が重量の大き

さによって変わることや、環境負荷の部分が走行量や燃料消費量に比例した課税の仕方

だけで捕捉できるのかと考えると、走行段階だけでなく車体課税でも負担を求める、ミ

ックスするという考え方が必要である。前回と今回のヒアリングでは、財産的価値につ

いて、例えば、自動車の購入後に、新たな機能が付加されることで、財産的価値が増え

るケースもあるという話があったが、これを精緻に捉えようとすると、車軸、排気量、

重量という限られた指標だけでは捕捉が難しいと思われる。 

 

・昔と今では、自動車の財産的性格が異なるという意見は同感であり、その仕組みとして

は、道路を使うことなどの受益者負担の性格の中に応能負担を加えていくような、応

益・応能を複合した形が考えられる。 

 

 

（事務局文責） 
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令和元年度東京都税制調査会小委員会 

第６回「自動車関連税制のあり方に関する分科会」議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【開催日時等】 

○ 開催日時 令和２年２月４日（木） 10:04～12:06 

○ 場  所 都庁第二本庁舎 31 階 特別会議室 22 

○ 出 席 者  

〔委  員〕小林分科会長、諸富委員、吉村委員 

   〔事務局〕 税制調査担当部長、税制調査課長、税制調査担当課長、税制課長、税制改

正担当課長 

【議題】 

１ 有識者ヒアリング（株式会社三菱総合研究所 杉浦孝明氏） 

２ 自動車関連税制の将来像 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

株式会社三菱総合研究所 杉浦孝明氏から、自動車の付加価値や自動運転技術、モビリ

ティサービスの将来動向等についてのヒアリングを行った。 

また、事務局より取得・保有・走行の各段階における負担の考え方、税制のグリーン化

について説明を行い、自動車関連税制の将来像について以下のとおり意見交換を行った。 

 

委員発言要旨 

 

・自動車関連税における燃費基準の取扱いとして、これまでの燃費基準のように Tank to 

Wheel での CO₂排出量を取るのであれば、電気自動車は CO₂を排出しない車ということ

になるが、新たな燃費基準の Well to Wheel を取るのであれば、発電段階において CO₂

を排出しているため、どちらを取るのかにより、電気自動車やハイブリッド車等に対す

る評価が変わってくると考えられる。 

 

・現行税制では、インフラ整備の負担や CO₂排出抑制など、自動車に対する課税の考え方

が各税目で混ざったものになっている。自動車関連税制の将来像を考える際、現行税制

のような曖昧な形にするのか、それとも取得、保有、走行の各段階における課税根拠を

明確に区分するのか、そうした方向性を決める必要があると思う。 

 

・自動車関連税制の機能として、道路利用による受益者負担の側面、財産的価値による応

能負担の側面、道路損傷や環境負荷という原因者負担の側面があると考えられる。 

 

・道路利用については、燃料や電気を対象とするならば、燃料課税と充電量に応じた課税

が考えられる。また、走行距離を捕捉できるのであれば走行距離課税一本で課税してい

くという選択肢も考えられる。 

 

・一方、財産価値に対する課税は総排気量等を使用し、電気自動車は、総排気量の一番低

い税率が適用されているが、その考え方が財産価値という観点からみて合理的ではない

ように見えるので、自動車の財産価値について考えていく必要がある。 
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・例えば、ガソリン車等の従来車については、総排気量と取得価額の相関関係は一定程度

あると思われる。しかし、昔と比べると相関が弱くなった、あるいは昔から相関は高く

はなかったのかもしれないので、可能であれば事務局にて検証できる資料を用意してほ

しい。 

 

・ガソリン車を前提とした課税の仕方はもう通用しなくなっていくとしても、電気自動車

を例外的なものだと考え、電気自動車だけ違う指標を使うという選択肢もあると考えら

れる。 

 

・保有段階を見ると、今後、電気自動車やハイブリッド車の比率が高くなれば、現行の課

税のままでは、税収減のインパクトが大きくなる。そのため、電気自動車の課税につい

て、ガソリン車とは別基準で行うか、統一の基準で行うか、考える必要がある。 

 

・また別の課題として、「所有から利用へ」が進み、自動車の保有台数が減ることへの対

応がある。保有段階の税収について将来的な減少が見込まれるという意見もあるため、

どういうペースで所有から利用への転換が起きてきて、どのように保有台数が減り、税

収が落ちるのか、そしてその減収分を補うには、どういうペースで利用課税比率を上げ

るべきなのか、見通しを立てる必要がある。その上で、課税の方法を燃料課税のエネル

ギー主流で行くのか、GPS 等の新しいテクノロジーを入れて走行距離でいくのかを中心

に議論していくことがいいと思う。 

 

・保有台数が減っていく中で、どのように税収を確保するかというところが大きな論点に

なってくると思う。その際、もともと、保有段階でなければ負担を求めることができな

いことは何かを考える必要がある。利用段階では、これまでガソリン車について燃料課

税を課していたが、それができない電気自動車等については充電量に応じて課税するか、

あるいはすべて走行距離課税に統一するか、ということになれば、保有段階の課税は必

要なのかということになる。 

 

・保有段階では、財産価値に応じた部分と、走行段階で捉えきれない部分で負担を求める

のか。例えば、環境負荷は CO₂排出量に、道路損傷は車両重量に比例してくるなど、走

行距離や燃料消費量だけでは捉えきれない部分については、保有段階で負担を求めるの

か、あるいは、利用段階の課税の中で、車の性能等を踏まえ、税率を変えて対応するな

どの選択肢が考えられる。 

 

・自動車関連税制について、ゼロベースで新たな税体系のモデルを示すことも分科会とし

て非常に意義がある。それとは別の視点で、税収にどのようなインパクトがあるかとい

う観点から、減収分をどのように補うのがフェアであるかを問うような示し方もあると

思う。 

 

・その点に関しては、税収の変化をシミュレーションし、定量的なものを出すことを検討

しているので、その成果も踏まえて都税調の小委員会に報告できればと考えている。 

 

・シミュレーションについては、予測の範囲であるとしても、保有から利用へのシフトが



 20

どのように起こるのか、保有台数がどのように変化するのかなどが見えれば、将来的に

自動車関連税収を安定化させるために、どれくらいのスピード感で税制を変えていかな

ければいけないのか、ということも見据えて備えることができると思う。 

 

・国の電気自動車の普及促進は、脱炭素の観点だけでなく、国際的な電気自動車シフトの

動きから産業政策上の理由もあると思う。同時に電源の脱炭素化も進めていくことにな

っており、この両方が並行して進んでいかないと十分とは言えない。 

 

・一方、保有段階の自動車課税を考える場合、燃料や発電のほうは炭素税に任せて、保有

では Tank to Wheel だという考え方でいけば、ゼロカーボンの車かそうでない車かに明

確に分けることができて、もし、CO₂の排出量で区別して階段を設けるような形になる

のであれば、電気自動車普及促進を進めるような税制になる。 

 

・国の Well to Wheel の場合はその点は薄まるので、どちらの考えを取るかにより、税制

として電気自動車普及促進を支えていくかどうかという点も変わってくる。ただ、いず

れの変化が起きるにせよ、変化が起きたときに、電気自動車であっても税金を取れる仕

組みを準備しておく必要はある。 

 

・電気自動車の普及促進は、産業政策的な視点と環境の話と二つあるとのことだが、自動

車関連税制ではあくまで環境負荷の観点から検討していきたい。税制において Tank to 

Wheel の考え方を取るか、Well to Tank の部分も考慮するのかは、大きな選択肢になる

と思う。 

 

 

（事務局文責） 
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令和元年度東京都税制調査会小委員会 

第７回「自動車関連税制のあり方に関する分科会」議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【開催日時等】 

○ 開催日時 令和２年２月１３日（木） 13:00～15:02 

○ 場  所 都庁第二本庁舎 31 階 特別会議室 21 

○ 出 席 者  

〔委  員〕小林分科会長、諸富委員、吉村委員 

   〔事務局〕 税制調査担当部長、税制調査課長、税制調査担当課長、税制課長、税制改

正担当課長 

【議題】 

１ 有識者ヒアリング（PwC コンサルティング合同会社 早瀬慶氏、北川友彦氏） 

２ 自動車関連税制の将来像 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

PwC コンサルティング合同会社 早瀬慶氏、北川友彦氏から、都市・地方の自動車利用

や商用車の将来動向等についてのヒアリングを行った。 

また、事務局より将来に向けた自動車関連税制における税体系（複数パターン案）、自

動車の財産価値に関する相関分析等の説明を行い、自動車関連税制の将来像について以下

のとおり意見交換を行った。 

 

委員発言要旨 

 

・報告書のとりまとめの方向性として、自動車に課税する目的と、課税上の利用可能な技

術を整理しながら、課税の仕組みについていくつかの具体的なパターンを示していきた

いと考えている。 

 

・自動車に対する課税の目的は、原因者負担、応益負担、応能負担の３つの観点があるが、

その中でも原因者負担については、自動車に関連する外部性であり、道路損傷、環境負

荷に加え、安全性や渋滞の問題などが挙げられ、さらに環境負荷については、CO₂を中

心としたグローバルポリューションの問題と CO₂以外の NOx、Sox 等のローカルポリュ

ーションの問題に分けられる。原因者負担ではこれらの要素を全て合わせて考えること

が望ましいが、論点が多く、複雑になるため、現行の規制である程度カバーできている

安全性と環境負荷のローカルポリューション、それに渋滞に対するロードプライシング

については、今回の検討では直接的な論点としないことにしたい。 

 

・応益負担について、道路利用を抑制しないようにすることを考えれば、定額で求めるこ

とが望ましいが、自動車を頻繁に利用する人とあまり利用しない人との間で税負担の不

公平が生じると考えられる。そこで、一律又は定額による負担と実際の走行量に応じた

負担を組み合わせていくことで、中立性と公平性が担保できると思う。また、道路を利

用する人たちで、一律の課税をする場合の逆進性に配慮して、財産価値に応じて負担を

求める、いわば応能負担の性格を取り入れることも必要ではないかと思っている。 
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・道路損傷負担と環境負荷負担については、原因量に応じて適切な価格を課すことは理に

かなっている。そして、この量に応じた負担という点が、道路損傷や環境負荷に対し抑

制的な効果をもたらすと思う。 

 

・事務局が示した課税のパターンであるが、応益負担、応能負担、原因者負担をすべて走

行距離で課税する案は、税制として「保有から利用へ」に対応したときの究極の姿だと

思うが、実現には様々な条件が整わないと当面は難しいと感じる。 

 

・また、ガソリン車の燃料税に代えて電気自動車に対して充電量に応じて課税をするとい

う案は一見パッチワーク的な感じだが、現行制度を大幅に変える必要がない点で、早期

導入が期待できる。 

 

・事務局が分析した車両価格との相関関係をみると、電気自動車は、重量が財産価値との

相関関係が高く、道路損傷負担とも比例関係があることから、今後の普及を見据えれば、

重量というのは二つの側面を表す非常に重要な指標であるといえる。また、ガソリン車

やハイブリッド車は、総排気量の相関関係が高く、今後も基準とすることはそれなりに

適切であることいえる。 

 

・重量を指標とする場合、自動車重量税との二重課税の問題が発生しうる。自動車税にも

重量を入れるか、自動車税と自動車重量税を統合するなど、複数のパターンが考えられ

る。 

 

・また、自動車税には環境性能割と種別割があり、取得価額と排気量を基準としているが、

割り切って、取得価額一つにすれば、種別割は減価償却分をどのように減らすかという

議論になるので、それも一つの選択肢として考えられるのではないか。 

 

・あるいは、車種によって財産的価値の指標を変えるということも一つの選択肢として考

えられる。 

 

・CO₂排出に応じた課税を考える場合、Well to Wheel で自動車ユーザーに負担を求める

のか、実際の走行で排出する CO₂、Tank to Wheel で求めるのかによって電気自動車へ

の課税の仕方が違ってくると考えられる。 

 

・電気自動車に外部性がないわけではなく、電気を作る段階で CO₂を排出している。Well 

to Wheel の考えに基づけば、電気自動車に対しても「CO₂排出量」による課税が必要で

はないか。電気自動車については、充電量に応じて、その炭素排出係数がわかるため、

その係数を乗せてイコールフッティングさせることが考えられる。 

 

・走行距離を指標として使えるようになると、課税方法の様々なバリエーションが出てく

る。走行距離課税において、車検時にオドメーターで捕捉する方法をイメージしていた

が、すべての車にデバイス等が搭載されれば、走行距離を使ってもっときめ細かく課税

することも可能である。現時点では、対応できる車も少ない状況なので、難しいと思う

が、今回示されたパターンは、既存の制度を併用していくものもあり、経過措置的に活
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用することも可能だと思う。 

 

・今回示したパターンに対して、いろいろな意見が出たので、ご意見を踏まえて再検討

したうえで報告書の原案に取り入れていきたい。         （事務局文責） 
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令和元年度東京都税制調査会小委員会 

第８回「自動車関連税制のあり方に関する分科会」議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【開催日時等】 

○ 開催日時 令和２年３月 16 日（月）～３月 20日（金） 

○ 書面開催 

○ 出 席 者  

〔委  員〕小林分科会長、諸富委員、吉村委員 

【議題】 

１ 分科会報告書案 

２ 自動車関連税制に係る委託調査 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

「自動車関連税制のあり方に関する分科会報告書（案）」に関し、委員から以下の意見

があった。 

 

Ⅳ 自動車をめぐる環境の変化（将来動向） 

 ３ 新技術・新サービス 

 （自動運転 Autonomous） 

・自動運転に関する法令改正の動向として、令和元年５月に、道路運送車両法及び道路交

通法の改正法が成立しているので、記述してはどうか。 

 

４ 税収への影響 

・有識者ヒアリングでは、自動運転技術の進歩により、自動車での移動に対する心理的・

肉体的な負担が低下することで自動車の需要拡大の可能性があることについて言及が

あった。その点も踏まえて自動車の所有に関する将来動向を記述してはどうか。 

 

Ⅴ 自動車に対する課税のあり方 

 （応能負担） 

・応益負担の項において、利用量に応じた負担の例として揮発油税等を挙げており、応能

負担の項においても担税力に応じた課税の例として、総排気量の大きさを財産価値とし

て課税している自動車種別割を加えてはどうか。 

 

・所得税のような基幹税であればともかく、特定の税目だけを取り上げて、「逆進的な負

担にならないよう」と強調することについて違和感がある。配慮が必要といった程度の

記述に変えてはどうか。 

 

 （自動車関連税制のあるべき姿に向けて） 

・租税原則のひとつ、中立性の原則は、税制の財源調達機能に焦点を当てたとき、資源配

分（≒人々の行動）への影響をできるだけ小さくすべし、というものであるが、環境税

制のような政策税制では、あえて資源配分に影響を及ぼすことを意図しており、この原

則は当てはまらない。本文中、環境配慮型の税制の記述において「中立」という表現を

使用しており、不適切ではないか。 
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Ⅵ 課税方法・課税標準 

１ 利用に応じた課税（走行距離課税） 

・走行距離課税については、欧米諸国の一部の国や州で導入例があるものの、すべての国

で導入している状況ではないので、その点を踏まえた記述にしてはどうか。 

 

 （「電気使用量」に応じた課税） 

・電気自動車は、電池の経年劣化により単位当たりの走行距離が減るため、その点も考慮

すべきものとして文言を加えてはどうか。 

 

２ 財産価値に応じた課税 

・自動車税種別割の総排気量は、税率区分の指標であるので、課税標準という表現は不適

切ではないか。また、「相関関係がある」については、「正の相関がある」という表現に

改めたほうがよいと思う。 

 

３ 環境に配慮した課税 

・「燃費」の定義を記述すると読みやすいと思う。 

 

 （今後の方向性） 

・CO₂排出抑制のために、ライフサイクルアセスメントの観点で税制を考えることは望ま

しい方向といえる。さらに言えば、再利用やリサイクルによって資源を可能な限り循環

させることで CO₂排出を抑制する、「サーキュラーエコノミー（循環経済）」の観点もあ

り、文言を加えてはどうか。 

 

５ 税制の簡素化及び国と地方の税源配分 

・自動車重量税の税収の一部が公害健康被害補償財源となっていることから、自動車重量

税の税収をすべて地方の自主財源にすることは、現実的に難しいと考えられるため、そ

の点を考慮した書きぶりにしてはどうか。 

 

［参考］ 自動車関連税制の将来像について 

・新たな税体系のパターンをいくつか示したことは、都税調小委員会の議論を深める意味

で有用であると思う。 

 

・案４「高速道路料金型」については、誤解を招く表現なので「走行距離集約型」という

呼び方はどうか。 

 

 

（事務局文責） 
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令和２年度東京都税制調査会小委員会 

第９回「自動車関連税制のあり方に関する分科会」議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【開催日時等】 

○ 開催日時 令和３年３月２日（火） 10:00～12:09 

○ 場  所 都庁第二本庁舎 31 階 特別会議室 22 

○ 出 席 者  

〔委  員〕  小林分科会長、諸富委員、吉村委員 

〔事務局〕 税制部長、税制調査課長、税制調査担当課長、 

税制課長、税制改正担当課長 

 

【議題】 

１ 令和２年度委託調査「自動車関連税制に関する税収シミュレーション」中間報告

について（株式会社 三菱総合研究所） 

２ 自動車関連税制のあり方に関する分科会報告書（案）について 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

株式会社 三菱総合研究所より、令和２年度委託調査についての中間報告を行った。 

また、事務局より自動車関連税制のあり方に関する分科会報告書（案）についての説明

を行い、以下のとおり意見交換を行った。 

 

委員発言要旨 

 

・改めて、脱炭素などの政策的要請と、本来税制が持つ使命である適正・公平な課税を両

立させる難しさを感じるところであるが、先ほどの委託調査の報告にあるとおり、ＨＶ

がかなりのシェアを占め、ＥＶ・ＦＣＶのシェアがまだまだ小さい状況であることを考

慮すると、普及段階に入ったＨＶはしっかり通常の課税をし、ＥＶ等は優遇することで

普及促進を図っていく段階にきていると思う。 
 
・また、10 年後の 2030 年、さらに 2040 年、2050 年と電動車の普及状況を見るとパワ

ートレイン別のシェアがだいぶ変わるので、どの段階を見て税制を議論するかによって、

方向性がだいぶ違ってくると考えられる。 
 
・普及の過程を見ながら税制優遇措置を見直していくことは非常に重要な視点。分科会で

は自動車の将来動向を見据えつつ、まずは等しく公平に課税できる仕組みをベースに、

重課や軽減措置について課税自主権として行使できる仕組みを検討してきた。 
報告書では大きく 4 つの課税パターンを示しており、分科会としてどれがいいかという

判断は保留しているが、普及に応じてどのような形で税制を構築するのが良いのか、４

パターンも例に小委員会で議論を深めていければいいと思う。 
 

・報告書の 19 ページにある「新たな行政需要」について、自動運転や新技術が展開され

るときは、先回りして整備する必要があるかもしれないが、だれが財政負担をするべき

なのか、そのあたりの位置づけがはっきりせず、受け身な印象がある。 
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・配送事業のような産業的観点での新しい技術であれば、それは自動車ユーザーが負担す

べきものなのか、そうでないのか、そこを明確に書いていないことは事実。報告書では

今後の議論を見据えて、新たに発生する行政需要の例を記述するにとどめたと考えてい

る。 
 
・道路特定財源でなくなった時点で、行政需要と財源を直接関連付けて主張することは難

しいと言わざるを得ないが、特定財源の頃から地方税収は足りていなかったことはいえ

る。この報告書では、行政需要のすべてを自動車ユーザーに負担を求めるという前提で

はなく、自動車ユーザーに公平に負担を求めるならばどういう課税方法が考えられるか、

ということを柱に取りまとめたと考えている。 
 

・報告書の修正は軽微であり、分科会長へ一任とした。 

 

（事務局文責） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


